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１ いじめ相談体制の強化について 

 

（１）制度設計の根拠 

 

ア 過去５年のいじめ認知件数について 

（単位：件） 

年度 小学校 中学校 合計 

２ ４９ ７ ５６ 

３ ７７ ７ ８４ 

４ １８３ １７ ２００ 

５ ３０３ １４ ３１７ 

６ ２６３ ２４ ２８７ 

 

イ 重大事態と認定した件数   

なし 

    ※ 重大事態を疑われる事案が令和７年度に２件あります。 

 

ウ 相談窓口新設が妥当と判断した具体的事例 

・区立幼稚園に係るいじめに類する事案 

・区立小学校におけるいじめ重大事態を疑われる事案 

 

エ 本制度に関連したタスクフォースの設置の経緯 

    令和７年１０月６日、特別職から企画経営部に対して、令和７年９月１日

に「こどもまんなか宣言」を行ったこと、いじめに関する事案があることを

踏まえ、子どもの権利と命を守るため、全庁を挙げて短期集中的に検討を行

い、具体的な対策を講じるように下命がありました。これを受けて、子ども

タスクフォースを組織し、検討を開始しています。 

 

オ タスクフォースでの検討事項等関係資料 

別紙１、別紙１－２のとおり 
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（２）制度設計の検討過程について 

 

ア 総務課に窓口を設置する以外に検討した選択肢案 

    なし 

 

イ 教育委員会側の課題分析を整理した資料 

    なし 

 

ウ 教育委員会定例会（令和８年４月２３日）で扱われたいじめ問題対策 

    別紙２、別紙４のとおり 

 

エ 連絡協議会等で本制度が報告されていることが分かる資料 

    別紙３、別紙４のとおり 

 

 

（３）教育委員会で対応できなかった事案について 

 

ア 保護者が教育委員会の対応に不満を表明した件数 

    令和７年度 ２件  

 

イ 教育委員会や学校に対する苦情件数 

    教育委員会及び学校に関連するご意見として受けた広聴 

     令和７年度  ６５７件 

     令和６年度  ４８１件 

    ※ 教育委員会及び学校が直接受けた苦情等の集計はしていません。 

 

ウ 学校法律相談の活動実績 

                             （単位：回） 

年  度 ２ ３ ４ ５ ６ 

相談回数 ５３ ７１ ９５ ５１ ６５ 

 

エ 教育委員会が法的助言を受けた件数 

    なし 
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（４）役割分担について 

 

ア 教育長と区長の役割分担 

    別紙５のとおり 

 

イ 本制度で区長に報告する基準、報告後の区長の対応、分かりやすい例示を

含めた資料 

    本制度では、原則として全ての相談内容を区長に報告することとしています。 

    区長は、報告を受けた後、教育委員会及び子ども家庭支援部（当該児童が

区立小・中学校、幼稚園、保育園に在籍している場合）に対し、必要な指

示、助言、勧告などを行います。 

 

ウ 本制度における教育長、教育委員会の役割 

教育長は教育委員会の会務を総理し、教育委員会を代表するものとして、

区長から共有された相談の内容及び結果を踏まえ、必要に応じて教育委員会

の所管部門に対応を指示します。 

教育委員会は教育長の指揮命令により、学校及び保護者の対応をします。 

 

エ 教育委員会が改善を予定している事項 

    別紙４のとおり 

 

オ 総務課に相談窓口を設置する理由 

  （ア）背景 

港区いじめ問題対策連絡協議会等の設置に関する条例第六条に「港区い

じめ問題調査委員会」の規定があり、同委員会規則ではその庶務は総務課

が担うこととされ、重大事態への再調査は区長部局である総務課がその中

核を担うこととされています。 
 

【参考】いじめ防止対策基本法 

(公立の学校に係る対処) 

第三十条 地方公共団体が設置する学校は、第二十八条第一項各号に掲げる場合には、当該地方公共団

体の教育委員会を通じて、重大事態が発生した旨を、当該地方公共団体の長に報告しなければならな

い。 

２ 前項の規定による報告を受けた地方公共団体の長は、当該報告に係る重大事態への対処又は当該

重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、附属機関を設けて調査を行う

等の方法により、第二十八条第一項の規定による調査の結果について調査を行うことができる。 
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【参考】港区いじめ問題対策連絡協議会等の設置に関する条例 

第六条 区長は、法第三十条第一項の規定による報告を受けた場合において当該報告に係る重大事態

へ対処し、又は当該重大事態と同種の事態の発生を防止するため、同条第二項の規定に基づき、区長の

付属機関として、学識経験を有する者、法律、医学、心理、福祉等に関する専門的な知識を有する者等

により構成される港区いじめ問題調査委員会(以下「港区調査委員会」という。)を置く。 

2 港区調査委員会は、法第三十条第二項の規定による調査を行い、当該結果を区長に報告するものと

する。 

3 港区調査委員会の委員の任期は、区長が任命したときから、前項の規定による報告が終了するとき

までとする。 

4 港区調査委員会に委員長を置き、港区調査委員会の委員の互選によりこれを定める。 

5 区長は、第二項の規定にかかわらず、港区調査委員会による調査以外の方法により、法第三十条第

二項の規定による調査を行うことができる。 

6 港区調査委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、区規則で定める。 

 

（イ）総務課に設置する理由 

重大事態の再調査を担う総務課に相談窓口設置することで、相談から調

査までを一体的に把握し、第三者性を確保した対応体制を構築することが

できる。 

① 重大事態対応との一体性確保 

相談段階から情報を把握することで、重大事態化の予兆を捉え、再

調査への連続性を確保する。 

② 第三者性の確保 

教育部門、子ども部門から独立した総務部門に窓口を設置すること

で、中立的な立場から相談・助言を行うことが可能となる。 
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会 議 名 第１回子どもタスクフォース 

開 催 日 令和８年１月１４日（水） 午後４時３５分から午後５時１０分まで 

出 席 者 

〔出席者〕 

中島・子ども家庭支援部長、野上・企画経営部長（区役所・デジタル改革担当部長兼

務）、湯川・総務部長、茂木・学校教育部長、西川・子ども政策課長、坪井・相談支援

担当課長、相川・企画課長、冨永・区長室長、山越・総務課長、清水・教育指導担当

課長、富樫・統括指導主事 

事 務 局 企画課企画担当（大森、桐本） 

議  題 

（議題） 

１ 子どもタスクフォースの対応案（子どもの人権と命を守る取組） 

〔企画経営部〕 

（主なやりとり） 

 ○子どもタスクフォースの対応案（子どもの人権と命を守る取組） 

野上・企画経営部長から資料に沿って説明。 

中島・子ども

家庭支援部長 

  必要な調査・調整を行い、タスクを明確にした上で、企画経営部がまとめた対

応案に沿って、今後具体化していくとの理解でよいか。 

野上・企画経

営部長 

  ご認識のとおりである。 

  本日の議論を踏まえ、次回の子どもタスクフォースにおいて各取組の検討状況を

共有し、いじめ対策について一定の方向性を整理した上で、４月以降順次取り組

んでいくというイメージ。 

  弁護士相談窓口設置であれば、どういう形であれば設置できるのか具体的な検

討・調整をしていただく。 

  教育委員会においては、区長へ報告に入る頻度等を検討し、できれば次回のタス

クフォースで検討状況を共有いただくなど。 

湯川・総務部

長 

  保護者から相談を受けた弁護士が、もう一度学校に報告する。その内容を保護者

に返す。これを弁護士に依頼する必要があるのか。 

中島・子ども

家庭支援部長 

  先日、いじめ対策相談室を設置している品川区を視察し、効果などを聞いてきた。 

野上・企画経

営部長 

  当事者である第１線（子ども・教育部門）に相談するのは当たり前で、それでも

腑に落ちない、納得ができないときに、子ども・教育部門以外に相談をする。 

  相談を受けた弁護士は、学校やいじめ現場に直接介入するのではなく、例えばこ

ういう切り口でもう一度学校に相談してはどうかと保護者に伝えるだけでも、保

護者も落ち着ける、冷静になれるのではないか。 

  セカンドオピニオン的なものであり、弁護士が直接、現場や加害児童・被害児童

の間に入って仲裁に入るということは考えていない。 

中島・子ども

家庭支援部長 

  弁護士が保護者の話を聞き、現場の調査をするということはしないのか。あくま

で保護者の話を聞き、第１線に共有。第１線の対応を改めて保護者に説明すると

いうことか。弁護士である必要はあるのか。 
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野上・企画経

営部長 

  ご認識のとおり。弁護士は、現場の対応が妥当なのか、もしくは現場ともう少し

話し合う余地があるのではないかというアドバイスを保護者にできたらと考え

る。 

  直接所管部門や在籍している施設に相談しづらいので、第三者である区長部局の

弁護士に相談し、そこから現場につなぐということなら意味もあると考える。 

湯川・総務部

長 

  何のために弁護士相談窓口を設置するのか課題設定が重要。 

  解決すべき問題を改めて確認し、誰がどう困っているのかを明確にする必要があ

る。 

野上・企画経

営部長 

  施設間の情報共有、いじめに関する情報集約について、状況はいかがか。 

中島・子ども

家庭支援部長 

  施設間の情報共有については、今、整理を進めているところである。 

茂木・学校教

育部長 

  いじめに関する情報集約については、問題なく調整・開始できると思う。 

野上・企画経

営部長 

  承知した。引き続き、検討・調整をお願いする。 

山越・総務課

長 

  子ども家庭支援部が調べてくれた情報などは共有していただきたい。 

  弁護士相談窓口の設置について、総務部門だけで考えるというよりも、関係課の

課長級で細かいところを議論していく場を設定していただけるとありがたい。 

中島・子ども

家庭支援部長 

  いじめの議論に当たっては、未就学児と就学児の違いに留意する必要がある。 

  幼児期はいざこざ的な形で子ども同士のやり取りがある。これは子どもの発達に

は大事な部分でもある。大人の目線でいじめと決めつけてしまうと大きな間違い

になりかねない。 

野上・企画経

営部長 

  今後、スケジュール感も示しながら、継続的に議論させていただきたい。 

  最終的にこのような形で子どもタスクフォースとしての取組の検討を進めると

いうことを区長に報告する機会を設ける必要があると考える。 

  第 1 回子どもタスクフォースでは、検討の方向性を共有できた。 

野上・企画経

営部長 

  以上をもって、第１回子どもタスクフォースを終了する。 
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【第１回子どもタスクフォース】子どもタスクフォースの対応案について

教育現場のみならず、部門を越えて迅速かつ正確な情報共有・連携を行う仕組みを構築するため、
庁内横断的な「港区子どもタスクフォース」を設置し、子どもの人権と命を守る取組を検討

令和８年１月14日
企 画 課

１ 子どもタスクフォースの設置の背景

➣区は、令和７年９月に「港区こどもまんなか宣言」を行い、社会全体で子どもの人権を守り、全ての子どもが

安全・安心と幸せを実感できる国際都市を目指し、取り組んでいく姿勢を庁内外に示しました。
➣区は、これまでもいじめ防止に取り組んでいますが、子どもや保護者に安心してもらうために、万が一いじめ

があった際の事後の対策を強化する必要があります。
➣具体的には、現場の説明等に対する保護者の納得性の確保や転園時に事態を継続させないための取組、区長に

速やかに情報が集約される仕組みづくりが挙げられます。

企画経営部長

メンバー 子ども家庭支援部長
総務部長
学校教育部長

報告・指示

区長、副区長、教育長

※検討事項に応じて出席を要請
※必要に応じて関係部門長等 事務局 企画課

◆ 推進体制

◆ 位置付け

子どもの人権と命を守るという政策目的のもと、万が一いじめが起きた際にも、子どもや保護者に安心してもらえる実効性の
ある取組を検討するため、組織の枠を超えて結成する分野横断的かつ臨時的なチーム

２ 位置付け

３ 検討事項と推進体制

◆ 検討事項

いじめ問題から子どもを守るための取組
①保護者の納得性を確保 ②転園時に事態を継続させない ③区長に速やかに情報を集約

チームリーダー
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１ 子どもタスクフォースの対応案

（１）いじめ対策の強化
区長部局に弁護士相談窓口を設置

（２）施設間の情報共有
認可保育園（区立・私立）における転園時の情報共有

（３）いじめに関する情報集約
いじめに関する相談があった際に区長へ報告

２ 上記対応案の開始時期

確認事項

【第１回子どもタスクフォース】子どもタスクフォースの対応案について
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）
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区
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会
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結
果
報
告

必
要
な
措
置
を
講
じ
る

都
知
事
へ
報
告

学
校
設
置
者
が
調
査

都
知
事
が
調
査

都
知
事
が
指
導
・
助
言

その他

みなと相談
ねっと

教育委員会

その他窓口
（国・都など）

子ども家庭
支援センター

相談窓口
（第１線）

重大事態の場合 重大事態の場合

相談者
弁護士

相談窓口
（第２線）

フィードバック
・フォロー

情報提供

教育委員会等

相談

相談窓口（第１線）で解決しなかった場合

学校等

情報提供

①いじめ対策の強化 区長に報告

認可保育園（区立・私立）
転園時の情報共有※

③いじめに関する情報集約

②施設間の情報共有

凡例

【転園・転校時の情報共有】

区立⇔私立
区立⇔区立
私立⇔私立
新たに検討

※認可保育園（私立）においては情報共有を依頼

【第１回子どもタスクフォース】子どもタスクフォースの対応案について

10



1 
 

会 議 名 第２回子どもタスクフォース 

開 催 日 令和８年４月１３日（月） 午後４時３０分から午後５時０５分まで 

出 席 者 

〔出席者〕 

横尾・子ども家庭支援部長、野上・企画経営部長（区役所・デジタル改革担当部長兼

務）、太田・総務部長、茂木・学校教育部長、鈴木・子ども政策課長、坪井・相談支援

担当課長、江村・企画課長事務取扱参事、山越・総務課長事務取扱参事、清水・教育

指導担当課長、富樫・統括指導主事、高橋・子ども施設指導係長、荻原・総務係長 

事 務 局 企画課企画担当（小川、大森、桐本） 

議  題 

（議題） 

１ 子どもタスクフォースにおける３つの取組の検討状況の確認・共有 

〔企画経営部〕 

２ 区長記者発表に向けた確認 

〔企画経営部〕 

（主なやりとり） 

 ○子どもタスクフォースにおける検討状況と今後の予定 

野上・企画経営部長から資料に沿って説明。 

太田・総務部

長 

  私立認可保育園には「協力依頼」となっている。法的に言えば協力依頼かもし

れないが、ほぼマストで取り組んでもらうという理解でよいか。 

横尾・子ども

家庭支援部長 

  フォーマットについては、場合によっては私立園側（事業者側）が工夫すると

いうことがあるかもしれない。全く同じものではなくてもよいが、情報の共有

ということが担保できれば良い。 

太田・総務部

長 

  保育が必要な子は、場合によっては認証保育所、認可外保育園に入園すること

もある。これは、区を介さず、保護者と事業者との間の契約によって保育が成

立するもの。 

  そのため、区が立ち入るのは難しいかもしれないが、港区の子どもたちを守る

という観点では、認証保育所、認可外保育園の在園児も、いじめがあった場合

には総務部に設置する窓口や子ども部門に相談できるという体制は必要。 

  施設間の情報共有については、認可保育園以外の対応をマストにするのは難し

いかもしれないが、同じ未就学の子どもたちを守るという姿勢をもう少し打ち

出すべきではないか。 

野上・企画経

営部長 

  認証保育所や認可外保育園の在園児やその保護者に、区の相談体制の強化を案

内するためのアプローチ手段などはあるのか。 

高橋・子ども

施設指導係長 

  認証保育所や認可外保育園の在園児の保護者に対し直接ご案内ではなく、園を

介しての案内になる。 

太田・総務部

長 

  事業者にとっても保護者にとっても、区は未就学児童もしっかりと守っていく

という姿勢を打ち出していく必要があると考える。 

野上・企画経

営部長 

  認可保育園では、在園児が転園をする際の情報共有の仕組みができた。認証保

育所、認可外保育園においても、同様に転園時には情報提供をしてほしい。と

協力依頼をすることになるのか。 
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横尾・子ども

家庭支援部長 

  認証保育所、認可外保育園の事業者に対し、転園時の情報共有の協力依頼をす

ることは可能だと考えている。 

  また、相談体制の強化の案内については、事業者経由又は保護者へ直接案内、

ともに可能だと考えている。 

太田・総務部

長 

  そういった打ち出し方をすれば、施設種別を問わず施設間の情報共有が徹底さ

れると考える。そこは、資料の図の中にも加えた方が良い。 

野上・企画経

営部長 

  子ども家庭支援センターの相談窓口は、区立幼稚園、認可保育園の在園児だけ

ではなく、認証保育所や認可外保育園などの在園児についても、相談できるよ

う間口を広げているという認識でよいか。 

坪井・相談支

援担当課長 

  子ども家庭支援センターでは、在籍している施設の種別を問わず、広く相談を

受けている。 

  在籍している施設に相談しづらい場合には、どういう形であれば当該施設に内

容を伝えられるか相談に乗っている。 

  しかし、大々的に、いじめの相談を受けるとまでは掲げていない。 

野上・企画経

営部長 

  子どもタスクフォースでは、いじめがあった場合の事後の対策強化ということ

で各取組の検討を進めてきた。 

  タスクフォースの検討結果の一つとして、いじめに関する問題は、在籍してい

る施設に相談することを基本としつつ、相談しづらい場合は、子ども家庭支援

センターでも相談に乗るということを資料に記載してもよいか。 

坪井・相談支

援担当課長 

  相談窓口の選択肢の一つとして、示していただくのは問題ない。 

野上・企画経

営部長 

  打ち出し方については、今後相談させていただく。 

野上・企画経

営部長 

  総務課に設置する弁護士相談窓口は、あくまで第２線であり、対外的に積極的

なお知らせをすることは考えていなかった。 

  第１線はあくまで学校・教育委員会であり、第１線での対応に納得がいかない

場合に第２線を紹介することを考えていたが、最初から第２線を見せていくと

いうイメージの認識で良いか。 

太田・総務部

長 

  第一義的には、これまでどおり、在籍している園や学校が相談を受ける。 

  園や学校が現場を一番分かっているという前提だが、区は、最終の駆け込み寺

を用意する。第１線の現場での相談で埒が明かなかった場合には、第２線に相

談に来てくださいという姿勢で相談窓口を置く。 

  第２線の相談窓口では、具体的な解決ではなく、話を整理する。これだけでも

保護者の負担もかなり軽くなるのではないか。 

山越・総務課

長事務取扱参

事 

  第２線の相談窓口のアナウンスの仕方は悩んでいる。当初、第１線からの紹介

を前提に考えていたが、第１線に相談しづらい人の対応をどうすべきか。 

  ただ、仮に第２線の相談窓口をオープンにし、直接、相談が来たとしても、ま

ずは第１線に相談してくださいと返すことになってしまうのではないか考えて

おり、アナウンスの仕方を決め切れていない。 
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野上・企画経

営部長 

  仮に第２線のいじめ相談窓口をオープンにした場合、総務部門に問合せが殺到

しないか心配だが、その辺りはどうか。多くの問合せが見込まれるのか。 

茂木・学校教

育部長 

  相談窓口の役割や意味合いはしっかりと打ち出した方が良い。 

  最初の相談はあくまで第１線である園や学校であり、総務部門の相談窓口は第

２線だとしっかりと示す必要がある。 

  学校で起きるいじめは、そのほとんどが学校で解決する。その中でも、教育委

員会に相談が来るものが年間１７、８件程度。その中でも更に、重大事態等に

なってくるのが２、３件程度。 

  いじめの重大事態の調査体制は教育委員会だけではなく区長部局にもある。た

だ、調査体制が組まれるに至った例はない。 

  そういった体制がある中で、総務部門にセカンドオピニオン的な相談窓口とし

て、第２線を設けるということを区民にもわかるように発信した方が良い。 

  今日の新聞で、杉並区が区長部局に専管組織を設置し、直接調査を行うとの記

事があった。品川区や寝屋川市も同様の取組を行っている。 

  そんな中、区は直接的な現場介入ではない取組を進めるということ説明できる

ようにした方が良い。 

野上・企画経

営部長 

  第２線の相談窓口の電話番号は総務課内を想定しているのか。 

山越・総務課

長事務取扱 

  現時点の想定では、外部の委託先の電話番号を考えている。 

太田・総務部

長 

  外部の連絡先の方が、区に相談しづらい人にとって相談しやすい窓口となるの

ではないかと考える。 

野上・企画経

営部長 

  それぞれの役割はわかっているが、とりあえず第２線に相談しようという電話

が日に何件もあったとして、第１線に戻すような「電話対応」が頻繁にある

と、弁護士も大変なのではないか。 

  第２線の相談窓口の電話番号はオープンではなく、紹介するイメージであった

が、仮にオープンであったとしても、毎日、多くの問合せがある想定ではない

という理解でよいか。 

山越・総務課

長事務取扱参

事 

  事前に何かしらの資料がないと話をすることも難しいため、いきなり第２線に

電話相談をするのではなく、受付を行い、日時等を決めた上で相談してもらう

「受付制」の方が良いのではないかと考えており、現在、事務的な検討を進め

ている。 

  ある程度資料を用意し、共有した上で、話をしないと相談も難しい。 

野上・企画経

営部長 

  第２線での相談は保護者のみを想定しているのか。子どもからの相談も想定し

ているのか。 

  教育現場ではどうか。 

清水・教育指

導担当課長 

  被害を受けている子どもからの相談もある。また、いじめられている子の近く

にいる子から、学校に言いづらくて、教育委員会や教育センターに連絡をする

こともあり、一概に保護者だけから相談があるとは言えない。 
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  学校の指導の中で、いじめに対し、傍観者になると厳しく指導している。 

  いじめがあった際には、傍観者になってはいけない、誰かにＳＯＳを出さない

といけないことは徹底されている。 

  件数が多いとは思えないが、もしかすると子どもから第２線に相談が入ること

もあるかもしれない。 

野上・企画経

営部長 

  いじめを受けている子どもの近くの子どもから、学校・教育委員会に対し、い

じめの通報があった場合、どういった流れで保護者に伝わっていくのか。 

清水・教育指

導担当課長 

  内部通報に関しては、基本的に本人の匿名性の担保を前提に対応する。 

  当日又は翌日には担任や養護教諭、副校長などが、いじめを受けている子ども

に対し声掛けを行い、事実確認を行う。 

  もし、学校外であった場合は、地域から通報という言い方で事実確認を行う。 

  いずれの場合も、通報者の匿名性を確保し、事実確認を行っている。 

野上・企画経

営部長 

  いじめを受けている子どもの近くの子どもから第２線の相談窓口に通報があっ

た場合、どう対応するのか。 

清水・教育指

導担当課長 

  その場合はすぐに教育委員会に連絡してほしい。学校と連携し、速やかに対応

する。 

太田・総務部

長 

  以上を踏まえると、第２線としての相談窓口の連絡先は、オープンにして問題

ないと考える。 

野上・企画経

営部長 

  一つ目の取組「相談体制の強化」は、本日の議論を踏まえ、引き続き、詳細に

ついて検討いただきたい。 

  二つ目の取組「施設間の情報共有」については、区立認可保育園での情報共有

の徹底、私立認可保育園についても同様に情報共有の徹底を要請していく。認

証保育所、認可外保育園については工夫を検討いただきたい。 

  三つ目の取組「いじめに関する情報集約」については、すでに学校教育部が様

式を作成しており、校長会等を通じて各学校には伝わっているという認識でよ

いか。 

清水・教育指

導担当課長 

  校長会にはこれから話をする。基本的に校長会で報告する案件は、各学校に対

応を指示するものであり、すぐに対応できる体制は整っている。 

野上・企画経

営部長 

  学校教育部が作成した様式を参考に、子ども家庭支援部には、区立認可保育園

においてもどこまで対応ができるかを検討していただきたい。 

野上・企画経

営部長 

  子どもタスクフォースにおける検討の到達点として、事務局である企画課から

近日中に区長に報告させていただく。 

野上・企画経

営部長 

  以上をもって、第２回子どもタスクフォースを終了する。 
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【第２回子どもタスクフォース】子どもタスクフォースにおける検討状況と今後の予定
令和８年４月13日
企 画 課
令和８年４月13日
企 画 課

１ 子どもタスクフォースにおける３つの取組の検討状況の確認・共有

２ 区長記者発表に向けた確認
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【第２回子どもタスクフォース】子どもタスクフォースにおける検討状況と今後の予定
令和８年４月13日
企 画 課
令和８年４月13日
企 画 課

１ 子どもタスクフォースの設置の背景

➣区は、令和７年９月に「港区こどもまんなか宣言」を行い、社会全体で子どもの人権を守り、全ての子どもが

安全・安心と幸せを実感できる国際都市を目指し、取り組んでいく姿勢を庁内外に示しました。
➣区は、これまでもいじめ防止に取り組んでいますが、子どもや保護者に安心してもらうために、万が一いじめ

があった際の事後の対策を強化する必要があります。
➣具体的には、現場の説明等に対する保護者の納得性の確保や転園時に事態を継続させないための取組、区長に

速やかに情報が集約される仕組みづくりが挙げられます。

企画経営部長

メンバー 子ども家庭支援部長
総務部長
学校教育部長

報告・指示

区長、副区長、教育長

※検討事項に応じて出席を要請
※必要に応じて関係部門長等 事務局 企画課

◆ 推進体制

◆ 位置付け

子どもの人権と命を守るという政策目的のもと、万が一いじめが起きた際にも、子どもや保護者に安心してもらえる実効性の
ある取組を検討するため、組織の枠を超えて結成する分野横断的かつ臨時的なチーム

２ 位置付け

３ 検討事項と推進体制

◆ 検討事項

いじめ問題から子どもを守るための取組
①保護者の納得性を確保 ②転園時に事態を継続させない ③区長に速やかに情報を集約

チームリーダー
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【第２回子どもタスクフォース】子どもタスクフォースにおける検討状況と今後の予定
令和８年４月13日
企 画 課

【検討した取組】

（１）相談体制の強化
区長部局への弁護士相談窓口設置

（２）施設間の情報共有
認可保育園転園時の情報共有

（３）いじめに関する情報集約
区長への情報集約

子どもタスクフォースで検討した３つの取組

万が一、いじめ又はいじめに類する事案が起きた際にも、子ども、保護者に安心してもらえるよう、
子どもタスクフォースとして３つの取組について検討した。

令和８年４月13日
企 画 課

【検討事項】

（１）保護者の納得性を確保
現場の対応や説明を保護者が十分に理解・納得できず、
不信感が残る場合がある。

（２）転園時に事態を継続させない
転園時、園児に関する情報が施設間で正確に共有さ
れず、事態が継続性する可能性がある。

（３）区長に速やかに情報を集約
いじめの情報が速やかに区長に共有されないことで、

     対策に遅れが生じる懸念がある。
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【第２回子どもタスクフォース】子どもタスクフォースにおける検討状況と今後の予定
令和８年４月13日
企 画 課

（１）相談体制の強化（区長部局への弁護士相談窓口設置）

保護者

第２線へ相談

第１線へ相談

納得が
いかない

第２線から報告
を受ける

相談内容を整理し、
教育委員会事務局へ
情報提供

・第１線の対応状況を
整理

・保護者へ報告

・保護者の相談内容
を共有

・弁護士に状況を報告

・相談を受け対応
・状況について保護者

に報告

弁護士相談窓口
（第２線）

区立幼・小・中
（第１線）

保護者

相談

納得が
いかない

・相談を受け対応
・状況について保護者

に報告

区立幼・小・中

相談
・相談を受け対応
・状況について保護者

に報告

これまで これから

令和８年４月13日
企 画 課

• 第１線での対応に納得がいかない場合の相談窓口として、第２線として新たに弁護士相談窓口を設置し、相談先の選択肢を広げる。
• 第２線相談窓口は、いじめ問題の解決や現場への介入ではなく、学校・教育委員会による現場対応・判断を前提としつつ、その説明

内容や判断の枠組みを、法的・制度的観点から整理する役割を担う。

第三者の専門的視点から、第１線の対応について法的・制度的観点で整理することで、保護者の納得性
を確保します。
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【第２回子どもタスクフォース】子どもタスクフォースにおける検討状況と今後の予定
令和８年４月13日
企 画 課

転園（校）先

転園（校）元

区
立
認
可
保
育
園

私
立
認
可
保
育
園

区
立
幼
稚
園

私
立
幼
稚
園

区
立
小
・
中
学
校

私
立
小
・
中
学
校

区立認可保育園► △ △ △ △

私立認可保育園► △ △ △ △

区立幼稚園► ◎ ◎ ◎ ◎

私立幼稚園► ◎ ◎ ◎ ◎

区立小・中学校► ◎ ◎

私立小・中学校► ◎ ◎

転園（校）先

転園（校）元

区
立
認
可
保
育
園

私
立
認
可
保
育
園

区
立
幼
稚
園

私
立
幼
稚
園

区
立
小
・
中
学
校

私
立
小
・
中
学
校

区立認可保育園► ◎ ◎ ◎ ◎

私立認可保育園►※ ◎ ◎ ◎ ◎

区立幼稚園► ◎ ◎ ◎ ◎

私立幼稚園► ◎ ◎ ◎ ◎

区立小・中学校► ◎ ◎

私立小・中学校► ◎ ◎

※私立認可保育園については協力依頼

（２）施設間の情報共有（認可保育園※転園時の情報共有）

これまで これから

【凡例】△情報共有はしているものの様式・手段が不統一 ◎統一様式を用いて情報共有

令和８年４月13日
企 画 課

• 区立・私立幼稚園及び区立・私立中学校においては、学校教育法施行規則により、児童・生徒の健康状況等を記録した要録の作成が
義務付けられており、転園（校）時には、転園（校）先に送付することとされている。

• 認可保育園についても、国の事務連絡に基づき、転園時には情報の共有を行っているが、決まった様式はなく、共有の手段や事項も
園によりさまざまであった。情報共有の様式を作成・活用することで、統一的な対応が可能となり、施設間の情報共有の徹底を図る。

認可保育園転園時に、園児の人との関わりや遊びの様子などの情報共有を徹底することで、事態の継続
化を防ぎます。
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【第２回子どもタスクフォース】子どもタスクフォースにおける検討状況と今後の予定
令和８年４月13日
企 画 課

（３）いじめに関する情報集約（区長への情報集約）

これまで これから

Ａ
中

Ｂ
小

Ｃ
幼

・・・

報告 報告

報告書
（事案及び対応方針）

報告

特別職へ報告

報告を基に報告書を調製

教育委員会事務局

報告様式がないため、学
校ごとに情報の過不足等
によるばらつきにがある。

報告書
（事案及び対応方針）

特別職へ報告

報告を基に報告書を調製

教育委員会事務局

報告 報告 報告

統一様式を用いることで、
従前より、区長への報告が
迅速かつ情報漏れがなくな
る。

区立認可保育園においても、
同様の報告フローが整備で
きないか今後検討が必要。

！

• 重大ないじめ事案
• 重大ないじめに類する事案

• 重大ないじめ事案
• 重大ないじめに類する事案

令和８年４月13日
企 画 課

Ａ
中

Ｂ
小

Ｃ
幼

・・・

• 区立小・中学校における「重大ないじめ事案」、区立幼稚園における「重大ないじめに類する事案」が発生した場合の報告様式を
統一の様式として整備することで、初動対応の漏れや遅れなどを防ぎ、現場における的確かつ迅速な対応力の向上を図る。

• 区立認可保育園においても同様の対応フローが整備できないかについては、今後検討。

「重大ないじめ事案」「重大ないじめに類する事案」について、必要事項を明確にした統一様式を用い
ることで、区長への報告を迅速に行うとともに、情報の漏れをなくします。
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【第２回子どもタスクフォース】子どもタスクフォースにおける検討状況と今後の予定
令和８年４月13日
企 画 課

３つの取組 ５月 ６月 ７月 ８月４月

相談体制の強化
（区長部局への弁護士相
談窓口設置）

施設間の情報共有
（認可保育園※転園時の
情報共有）

※私立認可保育園は協力依頼

いじめに関する
情報集約
（区長への情報
集約）

～

調整・検討
（園長会PT）

私立園長会で依頼

②私立認可 開始予定

区立園長会で依頼

①区立認可 開始

調整・検討
（園長会PT）

開始予定
調整・検討

（関係課長会）

子
ど
も
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
で
状
況
を
共
有
・
確
認

区
長
に
報
告

総務常任委員会
報告（5月又は6月）

２定

区立
幼・小・中

区立
認可保育園 認可保育園においても実施に向けて検討

区長に報告後、速やかに開始

令和８年４月13日
企 画 課
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 - 1 -

子どもタスクフォース ３つの取組の実施向けた検討 

案件担当課 

(共管は併記) 

案件担当：教育指導担当 

共  管：区長室、子ども家庭支援センター相談支援担当 

取組 〇いじめに関する情報集約 

背景、

現状と課題  

【現状】 

・区立小・中学校における重大ないじめ事案、区立幼稚園における 

重大ないじめに類する事案が発生した場合は、学校及び園からの 

報告をもとに、事案及び対応方針を適宜特別職に報告している。 

 

【課題】 

・保育園でのいじめに類する事案は、事案を把握する仕組が整備さ 

れていないことから、情報を集約することが困難である。 

○所管課として

検討する具体

的な取組の内

容 

 

・「重大ないじめ及びいじめに類する事案報告シート」の作成 

 ➡ いじめ及びいじめに類する事案が発生した際に報告するため 

   の共通様式を作成し、配布する。 

・「重大ないじめ及びいじめに類する事案報告シート」の運用 

 ➡ 区立小・中学校、幼稚園からの報告は教育指導担当、保育園は 

   子ども政策課が取りまとめ、特別職への報告を行う。 

   併せて両課間で情報の共有を行う。 

○取組を進める

うえでの課題

や懸念 

【課題・懸念】 

・各学校、園から区への確実な報告 

 ➡ 学校や園が、いじめやいじめに類する事案を適切に認知し、速 

   やかに区へ報告を行うことが徹底されること。 

・保育園から幼稚園への情報共有の徹底 

 ➡ 現在、保育園から幼稚園に転園する際、事案の引継ぎが徹底さ 

れていないこと。 

○その他、事前

に確認・共有

したい事項 

 

 

 

特記事項なし 

別添資料 有 ・ 無（重大ないじめ及びいじめに類する事案報告シート） 
 
 

※ １２ポイントの箇条書きで、簡潔に記述してください。（１枚） 
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【様式１】港区立小中学校 いじめ事案報告シート 

令 和 ○ 年 ○ 月 ○ 日 

港 区 立 ○ ○ 小 中 学 校 

校 長  ○ ○  ○ ○ 

 

港区立○○小中学校における○年生いじめ事案の報告について 

 

【概 要】 

令和○年○月○日（○）に当該児童（生徒）が、関係児童（生徒）Ａの頭を強くたたい

た。関係児童（生徒）Ｂが、当該児童（生徒）をはやしたてるような言動をとったことか

ら、当該児童（生徒）は、関係児童（生徒）Ａの頭をもう一度たたいた。 

関係児童（生徒）Ａおよび保護者は、安全が脅かされたとして登校への不安を抱えて

いるため、関係児童（生徒）Ａと当該児童（生徒）が接触しないよう体制を整えている。 

 

１ 当該児童（生徒）・関係児童（生徒）・関係児童（生徒）及び教職員 

○当該児童（生徒）：○年○組 ○○ ○○ 

 担  任：○○ ○○ 教諭（都歴○年、区歴○年、本校○年） 

○関係児童（生徒）Ａ：○年○組 ○○ ○○ 

 担  任：○○ ○○ 教諭（都歴○年、区歴○年、本校○年） 

○関係児童（生徒）Ｂ：○年○組 ○○ ○○ 

 担  任：○○ ○○ 教諭（都歴○年、区歴○年、本校○年） 

 

２ 経 緯 

日 付 内 容 

○月○日（○） 
当該児童（生徒）が、○○という行為を行い、関係児童（生

徒）は、不快感を抱き、担任に相談した。 

○月○日（○） 学校いじめ問題対策委員会を開催し、いじめを認知した。 

 ・・・・・・ 

 

３ 事実の認否 

 ・当該児童（生徒）は、○○○したことについて、認め、謝罪している。 

・関係児童（生徒）は、○○○したことについて、認め、謝罪している。 

 

４ 保護者への説明の状況 

 ・関係児童（生徒）保護者に対して、○月○日（○）に担任が電話連絡を行い、○○○

について説明し、納得をいただいている。 

・当該児童（生徒）保護者と○月○日（○）に学年主任 ○○主任教諭、担任が面談を

行い、○○○について説明したが、納得をいただけていない状況である。今後・・・ 

 

５ 今後の対応 

 （１）児童（生徒）への支援について 

・関係児童（生徒）が安心して学校生活を送ることができるよう、関係児童（生

徒）と当該児童（生徒）が接触しないように、ＳＮＡを配置している。 

・・・・・・・・ 

（２）学級全体への指導について 

  ・暴力や暴力をはやし立てるような言動は現に慎むことであることを学年主任・学

級担任から指導を行った。 
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【様式２】港区立幼稚園 いじめに類する事案報告シート 

令 和 ○ 年 ○ 月 ○ 日 

港 区 立 ○ ○ 幼 稚 園 

園 長  ○ ○  ○ ○ 

 

港区立○○幼稚園における○歳児いじめに類する事案の報告について 

 

【概 要】 

令和○年○月○日（○）に関係幼児が、当該幼児の頭を強くたたいた。 

当該幼児および保護者は、安全が脅かされたとして、登園への不安を抱えているため、

当該幼児と関係幼児が接触しないよう、体制を整えている。 

 

１ 当該幼児・関係幼児及び教職員 

○当該幼児：○歳児○○組 ○○ ○○ 

 担  任：○○ ○○ 教諭（区歴○年、本園○年） 

○関係幼児：○歳児○○組 ○○ ○○ 

 担  任：○○ ○○ 教諭（区歴○年、本園○年） 

 

２ 経 緯 

日 付 内 容 

○月○日（○） 
関係幼児が、○○という行為を行い、当該幼児は、不快感

を抱き、担任に相談した。 

○月○日（○） 
園長、主任、担任・・・・で今後の対応について協議を行

った。 

 ・・・・・・ 

 

３ 事実の認否 

 ・関係幼児は、○○○したことについて、認め、謝罪している。 

 

４ 保護者への説明の状況 

 ・当該幼児保護者に対して、○月○日（○）に担任が電話連絡を行い、○○○について

説明し、納得をいただいている。 

・関係幼児保護者と○月○日（○）に○○主任教諭、担任が面談を行い、○○○につい

て説明したが、納得をいただけていない状況である。今後、・・・ 

 

５ 今後の対応 

 （１）幼児への支援について 

・当該幼児が安心して園生活を送ることができるよう、当該幼児と関係幼児が接

触しないように、○○○を中心として支援を行っている。 

・・・・・・・・ 

（２）学級全体への指導について 

  ・暴力は許さないであることを改めて担任から指導を行うとともに、・・・・ 

  ・・・・・・・・・ 
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会 議 名 第３回子どもタスクフォース 

開 催 日 令和８年５月１２日（火） 午後５時３０分から午後６時１５分まで 

出 席 者 

〔出席者〕 

横尾・子ども家庭支援部長、野上・企画経営部長（区役所・デジタル改革担当部長兼

務）、太田・総務部長、茂木・学校教育部長、鈴木・子ども政策課長、坪井・相談支援

担当課長、江村・企画課長事務取扱参事、山越・総務課長事務取扱参事、清水・教育

指導担当課長、富樫・統括指導主事、高橋・子ども施設指導係長、荻原・総務係長 

事 務 局 企画課企画担当（高尾、小川、大森、桐本） 

議  題 

（議題） 

１ 子どもタスクフォースの検討状況の確認 

〔企画経営部〕 

（主なやりとり） 

 ○子どもタスクフォースの検討状況の確認 

野上・企画経営部長から資料に沿って説明。 

野上・企画経

営部長 

  区立・私立認可保育園における施設間の情報共有について、予定どおり調整が

進んでいるという理解でよいか。 

鈴木・子ども

政策課長 

  区立園長会で説明済み。5/13 の副総合支所長会で説明する予定。 

  情報共有の様式はＰＴで検討を進めており、おおむね完成している。 

  6/8 に予定している私立園長会で私立認可保育園については協力をお願いし、

その後、認可外保育園についても周知をしていく。 

  施設間の情報共有を実施する上での懸念点はあるが、これは個別に解決してい

く必要がある。例えば個人情報の取り扱いである。情報の共有に当たっては事

前に保護者の同意を得る必要がある。今年度については、個別に確認を行うこ

とで対応する。 

  来年度以降は、入園前の重要事項説明の中であらかじめ同意を取る。そのほ

か、区外の認可保育園等に転園した場合も状況共有をすべきかと現場から確認

があった。線引きが難しいため、原則としてすべての場合において情報共有す

るようお願いした。ただし、区から情報共有のフォーマットが急に送られてき

ても、区外の園は何のことかわからないため、簡単な説明をするか、送付文等

を用意することを考えている。 

野上・企画経

営部長 

  報告ルールの明確化については、区立幼・小・中で運用が開始されているとい

う認識でよいか。 

茂木・学校教

育部長 

  すでに運用を開始している。 

野上・企画経

営部長 

  区立認可保育園、学童クラブ等、子ども家庭支援部関係についてだが、こちら

は、令和 8年度は各支所管理課が絡むため、管理課との調整・検討が必要かと

思う。調整の目途がたったから情報を共有いただきたい。 

野上・企画経

営部長 

  相談体制の強化については総務部から説明をお願いしたい。 
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山越・総務課

長事務取扱 

資料「いじめ相談体制の強化について（案）」について説明。 

鈴木・子ども

政策課長 

  区内在住が対象とある。例えば、区外の私立学校に通っている区内在住者も対

象という認識でよいか。 

山越・総務課

長事務取扱 

  ご認識のとおりである。 

野上・企画経

営部長 

  四角囲みの【実施内容】に記載のとおり、第 2 線の相談窓口を設置する最大の

目的は保護者の納得性を向上させることであり、課題の解決までは踏み込まな

い。 

  目的は保護者の納得性の向上だということがより明確にわかるような表現に修

正したほうがよい。 

  項番２の①の最後に「事案の解決につなげます。」とある。本取組は事案の解決

を目的としているものではないため、第三者による事案の整理をすることで、

保護者の納得度が上がるという記載の方がよい。 

  また、②には、「更なる相談先を提供することで～」とある。現場で納得いかな

い保護者に第 2線の相談機会を提供することで、安心できる環境を整えるとい

うことが目的かと思う。①は主目的である「納得度の向上」をもう少しわかる

ように明確な記載にした方がよい。 

  今回、子どもタスクフォースで取組を検討するに当たり、端を発したのは、未

就学児のいじめに類する事案。対象者の記載に、「区内在住の中学生までの子ど

もの保護者」とあるが、どこからどこまでが対象か明記されていない。 

  「幼児等については～」とあるが、対象を小・中学生だけにとどめず、未就学

児も基本的に対象とすべきではないか。 

  相談対応のフローの矢印を 100％すべて賄うのは施設種別によっては難しいか

もしれないが、私立なども含め、保護者の納得性を高めるという観点から、ま

ずは弁護士が話を聞き、一般的な助言をするというのもあってよいのではない

か。 

山越・総務課

長事務取扱参

事 

  私立は排除していない。保護者の希望があれば対応する。 

野上・企画経

営部長 

  項番３の④「実施内容」のうち、「相談を受けた弁護士は、保護者からの相談内

容を整理し、法律的な観点からの助言を行います。」というところまでは、どな

たでも受け付けるように見える。しかし、解決は第 1 線が基本的に担うんだと

いうことを書きたいがために各施設別の対応の記載がわかりにくくなっている

のではないか。 

  まず第 2 線として保護者の相談を聞き、納得度を高めるための相談窓口であ

る。当該の子どもが、区立幼・小・中に在籍する児童・生徒であれば、教育委

員会にフィードバックし、教育委員会において解決に向け取り組む。保護者の

納得度の向上に当たっては、客観的に整理した事実を弁護士から保護者に伝
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え、納得してもらい、引き続き解決に向けては当事者と第 1線で対応していた

だくということ。 

  第 2 線の相談窓口は、法律の観点から保護者に助言を行い、納得度を高める。

解決には、区立幼・小・中においては教育委員会事務局。それ以外の学校につ

いては指導監督権限を有するものが対応していく。 

  相談窓口の役割と現場における問題の解決は切り分けて考える必要がある。 

  資料の 3/3 ページにあるとおり、基本的には保護者は現場（第 1線）とやりと

りをし、納得できないときに第 2 線に相談する。第 2 線は相談を受け、第 1 線

に共有する。第 1 線は、改めて保護者が納得するよう解決に努めるが、第 2 線

はその状況を相談者に伝えるとともに、助言・フィードバックすることで、解

決に至らなくとも、納得してもらうことを心がけていただくというものという

理解でよいか。 

  総務課で一度受け付けを行い、弁護士相談窓口につなぐという点以外は、企画

課作成の対応フローと相違ないという認識でよいか。 

山越・総務課

長事務取扱参

事 

  その認識でよい。 

茂木・学校教

育部長 

  項番２の②に「更なる相談先を提供することで」とあるが、これ保護者ではな

く、教育委員会に対して、例えばこういう視点での対応もあるのではないか。

というものということか。 

  3/3 ページのフロー図の⑤に「・再調査依頼、調査結果の報告」とあるが資料

の本文中には見当たらない。保護者が過度に期待してしまうかもしれない。 

山越・総務課

長事務取扱参

事 

  記載を見直したい。 

横尾・子ども

家庭支援部長 

  相談は土日もできる想定か。 

山越・総務課

長事務取扱参

事 

  予約制を想定している。事前に面談シートのようなものを作成・送付いただく

ことを考えている。事前予約制ということもあり、土日は考えていない。オン

ラインでの対応も検討する。 

横尾・子ども

家庭支援部長 

  インターナショナルスクールや私立園など、区での調査などには限界があると

ころもあるが、こういった相談窓口が増えるだけでも、保護者はありがたいと

思う。 

  資料１の 2/5 ページ、対象範囲について確認したい。今年度に入り、学童クラ

ブや放課 GO→クラブにおいて、いじめの相談が立て続けに 2件ほどあった。 

  学校の時間ではなく、放課後の時間での相談が来ているが、そういったものも

対象に入らないのか。 

野上・企画経

営部長 

  資料上、「報告ルールの共通化」には学童クラブ、放課 GO→クラブも入ってい

たが、「報告体制の強化」の資料には記載が漏れていた。追記する。 
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鈴木・子ども

政策課長 

  相談対応フローの認可保育園等の「等」に児童館、学童クラブや放課 GO→クラ

ブは含まれるのか。学童クラブ等も含まれるのであれば、他の資料にも影響す

るのではないか。 

江村・企画課

長事務取扱参

事 

  「等」には、こども園などを含んでいる。 

鈴木・子ども

政策課長 

  だとすれば、学童クラブや放課 GO→クラブも相談体制の強化の対象、相談対応

フローの中にも加える必要がある。 

  資料の赤囲みの中に、区立認可は管理課、それ以外は子ども政策課経由とあ

る。この整理で行くと、区立認可保育園は管理課、私立認可や認可外は子ども

政策課、児童館や学童クラブに関しては管理課、今後できてくる民設民営の学

童クラブなどに関しては子ども若者支援課となる。調整が必要。 

野上・企画経

営部長 

  承知した。 

野上・企画経

営部長 

  相談の予約受付時間等は明確にしておいた方がよい。 

山越・総務課

長事務取扱参

事 

  具体的なことは、これから検討・調整するが、受付はメールを考えている。 

  面接票のようなものを作成・送付してもらう必要があるためである。ファック

スもありうる。 

野上・企画経

営部長 

  対外的に報告・説明する際にはわかりやすく整理する。現在は調整中であると

いうことで承知した。 

野上・企画経

営部長 

  子どもタスクフォースで検討した３つの取組は順調に検討が進んでいるという

こととがわかった。 

  施設によっては、管理課と調整が必要なところもあると思うので、副総合支所

長会等で調整をしていただき、軌道に乗せていただきたい。また、その結果に

ついてはこまめに共有し合うということでお願いしたい。 

清水・教育指

導担当課長 

  資料にいじめに関する相談窓口をまとめてあるが、区教育委員会の相談窓口も

あるが記載されていない。参考資料を提供させていただくので、加えていただ

ければ。 

野上・企画経

営部長 

  承知した。 

野上・企画経

営部長 

  以上をもって、第３回子どもタスクフォースを終了する。 

  今後は、このように集まって情報共有するというのは今日でおそらく最後にな

ると思うが、タスクフォースの解散日としては、3 つの取組全てがスタートし

たことを確認したことをもって解散日としたい。できれば 6月末あるいは 7 月

1 日をもって解散としたい。 

  また何かタスクフォースが必要な場合は別のタスクフォースを立ち上げる。 

  子どもタスクフォースについては、参集は今日をもって最後としたい。 
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【第３回子どもタスクフォース】子どもタスクフォースの検討状況の確認
令和８年５月12日
企 画 課

１ 相談体制の強化（総務部門への弁護士相談窓口設置）

①対象範囲の確認

②相談対応フローの確認

２ 施設間の情報共有（認可保育園転園時の情報共有）
・６月開始に向けた進捗状況の確認

３ 報告ルールの明確化（統一様式を用いた迅速な報告）

・認可保育園等における実施に向けた進捗状況の確認
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対象範囲の確認

施設種別 指導監督権限 根拠法令

区立幼・小・中 区 学校教育法

私立幼・小・中・高 都 学校教育法

都立小・中・高 都 学校教育法

国立幼・小・中・高 国 学校教育法

学校教育法上の「各種学校」認可を受けている施設※１ 都 学校教育法

学校教育法上の「各種学校」認可を受けていない施設※２ - -

認可保育園（区立・私立）等 区 児童福祉法

認可外保育施設 区 児童福祉法

※１ 例：インターナショナルスクール、西町インターナショナルスクール、アメリカンスクールインジャパン、ブリティッシュスクールイン東京 等
※２ 学習塾、フリースクール等
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保護者 総務課

①相談

②予約受付

弁護士相談窓口
（第２線）

④相談

第１線

⑥
状
況
報
告

⑤
情
報
提
供

③相談者情報の提供

第１線が、
●区立幼・小・中の場合は、
区教育委員会事務局経由

●認可保育園等の場合は、
区立認可 管理課経由
それ以外 子ども政策課経由

⑦第１線の対応状況を整理・報告

相談対応フローの確認

（注）区立幼・小・中、認可保育園等以外に在籍している子どもについては④まで
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相談対応フローの確認

相談窓口 相談内容

区

港区子ども家庭相談ダイヤル（子ども家庭支援センター） いじめ・不登校・子ども本人の悩みなど

みなと相談ねっと（子ども家庭支援センター） いじめ・不登校・子ども本人の悩みなど

児童相談所 不登校やいじめ等の相談

区
以
外

２４時間子供ＳＯＳダイヤル（文部科学省） いじめ問題やその他ＳＯＳ

子どもの人権１１０番（法務省）
「いじめ」や体罰など、人権侵害の相談
など

子どもの人権１１０番（東京弁護士会）
いじめ・不登校・体罰・虐待など子ども
の人権に関する相談すべて

東京都いじめ相談ホットライン（東京都教育相談センター）
幼児や高校生相当の年齢の方を対象とし
た「いじめ」に関する相談

東京子供ネット（東京都福祉局）
いじめ・体罰・虐待などの子供の権利侵
害に関する相談

ヤング・テレホン・コーナー（警視庁少年育成課） 子供の非行、いじめなどの相談

（参考）いじめに関する相談窓口
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５月 ６月 ７月 ８月４月

相談体制の強化
（総務部門への弁護士相
談窓口設置）

施設間の情報共有
（認可保育園※転園時の
情報共有）

※私立認可保育園は協力を要請

報告ルールの明
確化
(統一様式を用い
た迅速な報告)

～

調整・検討
（園長会PT）

私立園長会で協力を要請

②私立認可 開始予定

区立園長会で依頼

①区立認可 開始

調整・検討
（園長会PT）

開始予定
調整・検討

（関係課長会）
総務常任委員会
報告（5月又は6月）

２定

区立
幼・小・中

区立
認可保育園 実施に向けて検討

運用開始

３つの取組の今後の予定

学童クラブ
放課GO→クラブ

港区
MINATO CITY

第
２
回
子
ど
も
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
で
状
況
を
共
有
・
確
認

運用開始
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いじめ相談体制の強化について（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 背景 

  文部科学省がいじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号）に基づき実

施した「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」に

よると、いじめの認知件数は全国的に増加しており、同省は、学校における適

切な調査の実施のため、令和６年８月には「いじめの重大事態の調査に関する

ガイドライン」を改定するなど、いじめ防止対策に取り組んでいます。 

 こども家庭庁は、学校外からのアプローチによるいじめ防止対策に取り組

むことで、学校における対応と相まって、いじめの長期化・重大化防止、重大

事態の対処の適切化に取り組むとし、首長部局、学校、ＮＰＯ等の地域におけ

る関係機関のネットワーク構築を図り、子どもや保護者の悩みの解消に向け

た取組を推進しています。 

 区においてもいじめの事案が報告されており、子どもの命や人権を守る取

組を強化することが求められています。 

 

２ 相談窓口設置の理由 

 いじめの事案には様々な事情が複雑に関係している場合があることから、

学校だけで抱え込むのではなく、教育、子ども等の関係機関が連携し、いじめ

に直面する子どもや保護者を支援することが重要であることから、下記の点

を目的に区長部局に相談窓口を設置します。 

①第三者による法的、制度的視点での事案の整理の実施 

学校及び教育委員会等の対応について、知見を有する第三者が専門的な

視点により整理することで、更なる対応についての助言等を行い、事案の解

決につなげます。 

 

令和８年５月１２日 

総 務 課 

【実施内容】 

区立小・中学校におけるいじめの問題については、対象児童、生徒に係る調

査等が必要であるため、学校及び教育委員会が必要に応じて有識者による相談

を活用し、対応しています。保育園等については知見を有する事業者による相

談窓口を設置しています。 

しかしながら学校及び教育委員会等の対応や説明に納得が得られない場合

や第三者に相談することを希望する保護者に対応するため、区長部局である総

務課に弁護士による相談窓口を設置し、相談体制を強化します。 
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②保護者の相談機会の充実 

  学校及び教育委員会等の対応に納得が得られない場合に、更なる相談先

を提供することで、保護者等が安心できる環境を整備します。 

 

３ 相談窓口の概要 

①相談員 

   弁護士２名（港法曹会に推薦を依頼します。） 

②対象者 

  区内在住の中学生までの子どもの保護者 

③相談方法 

相談者は、相談内容を面談票に記入し、希望する面談日を予約したうえで、

弁護士事務所等への訪問又はリモートにより面談を行います。 

 ④実施内容 

相談を受けた弁護士は、保護者からの相談内容を整理し、法律的な観点か

らの助言を行います。 

区立小・中学校に在籍する児童・生徒の場合は、相談内容を教育委員会に

報告し、教育委員会と学校が連携して問題の解決に向けて対応します。 

私立小・中学校等に在籍する児童・生徒の場合は、保護者の希望があった

場合に、在籍する学校等に情報を提供し、相談内容を共有します。 

   また、幼児等のいじめに類する相談については、子ども家庭支援部等の関

係部署が施設と連携して対応します。 

⑤経費 

   ８１０，０００円 

   （内訳） 弁護士報償費 

 月額   ＠40,000×２名×９月 ７２０，０００円 

        相談実績分＠10,000×９月     ９０，０００円 

   

４ 今後のスケジュール（予定） 

令和８年 ６月上旬 常任委員会報告 

          プレス発表 

     ６月中旬 第２回港区議会定例会（補正予算上程） 

     ６月下旬 相談員委嘱手続 

     ７月   実施 
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区 長

いじめ相談体制の強化

第一線窓口 学校・教育委員会・幼稚園・保育園等・子ども家庭支援部

①相談
③調査・対応

・相談内容の共有
・法的視点における課題の整理、助言
・対応方法の相談
・再調査依頼、調査結果の報告

適宜報告

《いじめ相談窓口 弁護士》《保護者》

第二線窓口 総務課

②対応の協議

学校等による調査結果等に
納得できない
第三者に相談したい

⑥対応の協議

際

⑦
調
査
・
対
応

子ども家庭
支援部

教育
委員会

小・中学校

幼稚園・保育園等

⑤

④相談・助言

際

適宜指示

※私立学校等に在籍する場合は相談者の希望に応じて在席学校に情報を提供します。
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いじめ相談対策室（品川区）について 

 

 

日時：令和７年１０月１６日（木）１１時～ 

 場所：品川区役所 

 

 

１．設置経緯 

  令和２年２月に区立中学校で発生したいじめについて、品川区は初めて重大事態

と認定し、その後いじめ防止対策推進法３０条に基づく区長による再調査を実施し

た。その結果、第三者委員会より学校・教育委員会と独立した組織を設けるよう提

言を受け、令和６年１月４日区長部局（総務課コンプライアンス推進担当）に「い

じめ相談対策室」を設置した。 

 

２．職員体制 

  ・事務職員５名〈常勤〉（管理職１名、係長２名、係員２名） 

  ・いじめ相談員〈会計年度〉（心理・福祉職員４名、週３または週４勤務） 

  ・コンプライアンス推進指導員〈会計年度〉（弁護士５名、週２または週３勤務） 

 

３．取組内容 

  ①多様な相談ツールによる相談対応 

   いじめ対策ポータルサイト、電話、メール、対面、はがきによる相談対応 

   相談件数計 105 件（令和６年１月～令和７年９月） 

  ②専門職の活用 

   心理士、社会福祉士や弁護士の活用。週２回、いじめ対応方針検討会を実施し、

対応状況等を確認している。 

   【相談・通報を受けたら…】 

    相談受理⇒実態把握（本人・関係者面談、学校への状況確認）⇒支援計画策

定（どのように動いていくか）⇒介入支援（対象者や学校への支援）⇒終結 

  ③教育委員会等との連携 

   教育委員会とは、月１回、品川区いじめ対策協議会を開催し、双方の事案の進

捗管理や役割分担の整理などを行っている。 

  ④いじめ被害者等支援事業補助金交付制度の実施（令和６年６月から） 

   いじめによって、発生した弁護士費用や転校費用、医療サポートに係る経費を

補助している。 

  ⑤啓発事業の実施 

   学校外の地域団体（PTA 連合会、民生・児童委員等）に対して、出前講座等を

実施している。 
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教育指導担当 

 

令和８年度港区いじめ問題対策連絡協議会等の実施予定について 

 

 

 

 

 

 

１  スケジュ ール及び内容について 

（ １ ） 令和８ 年度港区いじ め問題対策連絡協議会 

日 時  令和８ 年５ 月１ ２ 日（ 火） 午前１ ０ 時から １ １ 時まで 

会 場  港区役所本庁舎９ 階 911・ 912・ 913 会議室 

議 事 

① 令和８ 年度港区いじ め防止基本方針の具体的な取組について 

② 港区 幼児の安全で安心な生活を 支えるためのガイ ド ラ イ ン の策定につ

いて 

③ 令和７ 年度港区いじ め問題対策連絡協議会等の報告について 

④ 令和８ 年度港区いじ め問題対策連絡協議会等の実施予定について 

⑤ 関係部署におけるいじ め防止対策について 

（ 令和７ 年度の取組報告及び令和８ 年度の取組予定）  

⑥ いじ めに関する現状について 

⑦ 学校における取組について 

⑧ 「 みなと 子ども 相談ねっ と 」 の取組に関する報告について 

⑨ 令和８ 年度港区青少年健全育成活動方針について 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和８ 年４ 月２ ３ 日 

教育委員会報告資料 No. ６  

報告内容 

港区いじ め問題対策連絡協議会、港区教育委員会いじ め問題対策会議のスケジュ

ール及びその内容並びに構成員、 問題調査委員会の構成員について報告し ます。  
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（ ２ ） 令和８ 年度港区教育委員会いじ め問題対策会議 

【 第１ 回】  

日 時 令和８ 年６ 月３ ０ 日（ 火）  午前１ ０ 時 

会 場 港区立教育センタ ー ( 虎ノ 門３ －６ －９ )  

内 容 ① 会長あいさ つ 

  ② 委員紹介 

  ③ 議事 

   ア 令和８ 年度港区いじ め問題対策連絡協議会の報告 

( ５ 月１ ２ 日に開催)  

   イ  令和８ 年度港区教育委員会いじ め問題対策会議運営方法に 

ついて 

  ・ 組織について 

  ・ 年間スケジュ ールについて 

ウ 令和７ 年度ふれあい月間の報告について 

   エ 各機関から の情報提供 

  ④  意見交換 

 

  【 第２ 回】  

日 時 令和８ 年１ １ 月６ 日（ 金） 午前１ ０ 時 

会 場 港区立教育センタ ー ( 虎ノ 門３ －６ －９ )  

内 容 ① 会長あいさ つ 

  ② 議事 

   ア いじ めに関する現状について( ４ 月から ６ 月の件数及び傾向)  

   イ  いじ めの校内委員会の実施状況について 

   ウ ２ 学期における学校のいじ めの現状、 事例等について 

  ③  意見交換 

 

 【 第３ 回】  

日 時 令和９ 年２ 月３ 日（ 水） 午前１ ０ 時 

会 場 港区立教育センタ ー ( 虎ノ 門３ －６ －９ )  

内 容 ① 会長あいさ つ 

  ② 議事 

   ア いじ めに関する現状について( ７ 月から １ １ 月の件数及び傾向)  

   イ  いじ めの校内委員会の実施状況について 

   ウ ３ 学期における学校のいじ めの現状、 事例等について 

  ③  意見交換 
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２  構成員について （ ※印は今年度から の委員）  

（ １ ） 令和８ 年度 港区いじ め問題対策連絡協議会 

分野 構成員 

港 区 

港区教育委員会 

区 長（ 会長）    清家 愛 

副区長（ 副会長）   大澤 鉄也 

教育長（ 副会長）  新宮 弘章※ 

保健福祉支援部長   重富 敦※ 

みなと 保健所長 前田 光哉※ 

子ども 家庭支援部長  横尾 恵理子※ 

児童相談所 所長 岡野 安成 

総務部長 太田 貴二※ 

学校教育部長 茂木 英雄 

学 校 

区立小学校長会長（ 港南小学校長）  吉川 浩一※ 

区立中学校長会長（ 御成門学園御成門中学校長） 阿部 俊幸※ 

区内私立中学校長代表者（ 広尾学園中学校長） 南風原 朝和 

Ｐ Ｔ Ａ  
白金の丘学園白金の丘小学校Ｐ Ｔ Ａ 会長 秋元 史樹※ 

六本木中学校Ｐ Ｔ Ａ 会長 佐生 直大※ 

人権擁護委員 子ども 人権委員 菊地 まゆみ 

民生・ 児童委員 民生委員・ 児童委員連絡協議会長 田中 泉 

青少年委員 会長 芝 耕太郎 

主任児童委員 部会長 新 光一郎※ 

医 学 医師 黒木 春郎 

 

 

警 察 

 

 

愛宕警察署長 吉武 弘基 

三田警察署長 一瀬 美器雄※ 

高輪警察署長 鬼崎 裕一※ 

麻布警察署長 平沢 光一※ 

赤坂警察署長 濵田 勝行※ 

東京湾岸警察署長 藁谷 純子※ 
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（ ２ ） 令和８ 年度 港区教育委員会いじ め問題対策会議 

分野 構成員 

港 区 

港区教育委員会 

教育長（ 会長）  新宮 弘章 

総務部長（ 副会長）  太田 貴二※ 

学校教育部長（ 副会長）  茂木 英雄 

子ども 若者支援課長  菊池 太佑※ 

相談支援担当課長  坪井 清徳※ 

相談援助担当課長 堀口 美和※ 

人権・ 男女平等参画担当課長 吉田 一樹※ 

学 校 
区立小学校長会副会長（ 麻布小学校長）  橋本 勇一※ 

区立中学校長会副会長（ 白金の丘学園白金の丘中学校長）  篠﨑 玲子※ 

学識経験者 埼玉学園大学教授 藤枝 静暁 

医 学 医師 黒木 春郎 

心 理 教育センタ ー相談員 熊谷 萌花※ 

福 祉 スク ールソ ーシャ ルワーカ ー 三宅 美紀※ 

法 律 学校法律相談弁護士 牧山 美香 

 

 

警 察 

 

 

愛宕警察署生活安全課長 平塚 哲也 

三田警察署生活安全課長 今井 赴夫 

高輪警察署生活安全課長 山口 亜樹 

麻布警察署生活安全課長 中辻 竜馬 

赤坂警察署生活安全課長 鴋澤 貴広※ 

東京湾岸警察署生活安全課長 田村 知邦 

 【 オブザーバー】  

分野 構成員 

港 区 

芝地区総合支所管理課長 若杉 健次※ 

麻布地区総合支所管理課長 鳥居 誠之 

赤坂地区総合支所管理課長 木下 典子 

高輪地区総合支所管理課長 小笹 美由紀 

芝浦港南地区総合支所管理課長 井上 茂※ 

区内私立学校代表 広尾学園中学校副校長 金子 暁 

  〇管理課長は、 毎回１ ～２ 名ずつ参加いただく 。  

 

（ ３ ） 令和８ 年度 港区教育委員会いじ め問題調査委員会 

分野 構成員 

学識経験者 埼玉学園大学教授 藤枝 静暁 

医 学 医師 黒木 春郎 

心 理 教育センタ ー相談員 熊谷 萌花※ 

福 祉 スク ールソ ーシャ ルワーカ ー 三宅 美紀※ 

法 律 学校法律相談弁護士 牧山 美香 

 

41



 

令和８年度 港区いじめ問題対策連絡協議会 

 

次  第 

 

令和８ 年５ 月１ ２ 日（ 火）  

午前１ ０ 時から １ １ 時ま で 

港区役所９ 階 911・ 912・ 913 会議室 

 

１  あいさ つ 

 ２  委員紹介 

 ３  議  事 

（ １ ） 令和８ 年度港区いじ め防止基本方針の具体的な取組について  【 資料１ 】  

（ ２ ） 港区 幼児の安全で安心な生活を支える ためのガイ ド ラ イ ンの策定について    【 資料２ 】  

（ ３ ） 令和７ 年度港区いじ め問題対策連絡協議会等の報告について  【 資料３ 】  

  （ ４ ） 令和８ 年度港区いじ め問題対策連絡協議会等の実施予定について【 資料４ 】  

（ ５ ） 関係部署におけるいじ め防止対策について 

       ・ 令和７ 年度の取組報告及び令和８ 年度の取組予定      【 資料５ 】  

     ・「 みなと 相談ねっ と 」 の取組に関する報告について    【 資料５ －２ 】  

  （ ６ ） いじ めに関する現状について           【 資料６ 、 資料６ －２ 】  

  （ ７ ） 学校における取組について                 【 資料７ 】  

 ４  意見交換 

 ５  ま と め 

 

配布資料 

 次   第 

 席 次 表 

 資 料 １    令和８ 年度港区いじ め防止基本方針の具体的な取組（ 案）  

 資 料 ２    港区 幼児の安全で安心な生活を 支えるためのガイ ド ラ イ ン の策定について 

 資 料 ３    令和７ 年度港区いじ め問題対策連絡協議会等の報告について 

 資 料 ４    令和８ 年度港区いじ め問題対策連絡協議会等の実施予定について 

 資 料 ５    関係部署におけるいじ め防止対策について 

 資 料 ５ －２ 「 みなと 相談ねっ と 」 の取組に関する報告について 

 資 料 ６    いじ めに関する現状について 

 資 料 ６ －２  港区立学校に在籍する幼児・ 児童・ 生徒数等について 

資 料 ７    学校における取組について 

 参 考 資 料   港区いじ め防止基本方針 
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令和８年度港区いじめ防止基本方針の具体的な取組 

 
港区（ 以下「 区」 と いう 。） 及び港区教育委員会（ 以下「 教育委員会」 と いう 。） は、 いじ

め防止対策推進法（ 以下「 法」 と いう 。）、 文部科学省が定めるいじ めの防止等のための基
本的な方針（ 以下「 国の基本方針」 と いう 。） に基づき 、「 港区いじ め防止基本方針」（ 以下
「 区の基本方針」 と いう 。） を 定めまし た。  

法第２ ３ 条第１ 項は、「 学校の教職員、 地方公共団体の職員その他の児童等から の相談に
応じ る者及び保護者は、 児童等から いじ めに係る相談を受けた場合において、 いじ めの事
実があると 思われると き は、 いじ めを 受けたと 思われる児童等が在籍する学校への通報そ
の他の適切な措置を と るも のと する。」 と し ており 、 学校の教職員がいじ めを 発見し た際、
又は相談を 受けた場合には、 速やかに、 学校いじ め対策組織（ 法第２ ２ 条による設置） に
対し 、 当該いじ めに係る情報を 報告すると と も に、 学校の組織的な対応を 速やかに開始し
なければなり ません。  

こ のこ と から 、 いじ めの未然防止はも ちろ んのこ と 、 発生時の対応等を より 明確にする
ため、「 港区いじ め防止基本方針の具体的な取組」（ 以下「 具体的な取組」 と いう 。） を 以下
の通り 定めます。  
 
１  いじ めの未然防止に向けた取組 

区と 教育委員会は、 いじ めは重大な人権侵害であると の認識に立ち、 学校の教育活動
への支援を行う と と も に、 家庭、 地域、 関係機関等と 連携し 、 いじ めの未然防止に取り
組みます。  
（ １ ） 人権教育の推進 

人権尊重の理念を 広く 社会に定着さ せ、 あら ゆる偏見や差別の解消を 目指す人権
教育を 一層充実さ せるため、 人権教育推進委員会※１ で取り 組むべき 課題や指導の在
り 方を 協議する と と も に、 人権尊重教育推進校を 指定し 研究を進め、 その成果を 各
学校に普及さ せます。  

※１ ） 人権教育推進委員会は、各幼稚園、小中学校の代表者で構成さ れる委員会で、
学校教育における人権教育を推進するために、 情報交換・ 資料収集・ 調査研究等を
通じ て教職員の人権感覚を磨き 、 資質の向上を 図るも のです。  

（ ２ ） 道徳教育の充実 
児童生徒がいじ めの問題を 自分のこ と と し て捉え、考え、議論する学習を 展開し 、

いじ めに正面から 向き 合う こ と ができ るよう 指導し ます。 学校に対し て具体的な実
践事例の提供や、 道徳教育に関する 教職員の指導力向上のための研修等を推進する
と と も に、 各地域の実態に応じ た道徳教育を 推進するための地域教材の作成や外部
講師の活用をはじ めと する取組を 支援し ます。  

（ ３ ） 体験活動の充実 
児童生徒の豊かな情操と 道徳心を培い、 円滑な人間関係を 構築する能力の素地を

養う ため、 各学校における体験活動等を 支援し ます。  
 （ ４ ） 学校生活に関する意識調査の活用 

ＷＥ Ｂ Ｑ Ｕ （ 心理テスト ） を 実施し 、 児童生徒個々の学級や学校生活における満
足感や意欲、 児童生徒の学級内での相対的位置、 対人関係を 営むためのスキルなど
の情報を得た上で、 より よい学級集団づく り に即時活用し 、 授業改善を 図ると と も
に、 いじ めの未然防止に生かし ます。  

（ ５ ） 情報モラ ル教育の推進 
イ ンタ ーネッ ト 、 ソ ーシャ ルネッ ト ワーク サービス（ Ｓ Ｎ Ｓ ） 等を 通じ て行われ

るいじ めに学校が対応し 、 情報モラ ル教育を 推進でき るよう 、 専門家を 活用するな

資料 １ 
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どの支援を し ます。  
（ ６ ） 児童会・ 生徒会活動の支援 

平成２ ４ 年１ ２ 月１ ０ 日の「 港区子ども サミ ッ ト 」 で決定し た「 港いじ め防止子
ども 宣言」 を各学校で有効に活用する機会を設定し ます。  

（ ７ ） 教職員の資質の向上 
いじ めの発見や対応には専門的な知識が必要であり 、 対応する教職員の資質・ 能

力の向上は欠かせません。 そのため、 職層研修や生活指導主任会、 いじ め防止に関
する講演会、 いじ め防止推進研修などを 通じ て、 教職員が適切に対応でき るよう 研
修の充実を 図り ます。  

また、 小中学校において、 教育委員会事務局に報告を 行う べき いじ めが発生し た
場合には、 原則即日、 担当指導主事への電話一報後、 教育委員会が作成し た報告シ
ート を 使い、 速やかに報告し ます。  

（ ８ ） 家庭・ 地域と の緊密な連携・ 協力 
教育基本法第１ ０ 条「 父母その他の保護者は、 子の教育について第一義的責任を

有するも のであっ て、 生活のために必要な習慣を 身に付けさ せると と も に、 自立心
を育成し 、 心身の調和のと れた発達を 図るよう 努めるも のと する。」 に鑑み、 家庭に
対し 、 その保護する児童生徒がいじ めを行う こ と のないよう 、 規範意識を養う ため
の指導その他の必要な指導を 行う よう 啓発し ていき ます。  

また、 教育委員会は、 家庭、 地域、 関係機関等の連携が進むよう 、 道徳授業地区
公開講座やセーフ ティ 教室の開催等を支援し ます。  

保護者を はじ め区民に広く 、 いじ めの問題やこ の問題への取組についての理解を
深めるべく 、 Ｐ Ｔ Ａ や地域の関係団体等と の連携を図り ながら 、 法の趣旨及び法に
基づく 対応に係る広報啓発を 充実し ます。  

 
２  いじ めの早期発見に向けた取組 

区と 教育委員会は、 いじ めはどの学校、 どの子ども にも 起こ り 得ると の認識に立ち、
いじ めの早期発見に向けた各学校の取組を 支援すると と も に、 児童生徒及び保護者がい
じ めについて、 いつでも 相談するこ と ができ る環境の整備に努めます。  
（ １ ） ふれあい月間の実施 

小中学校において、 児童生徒の友人関係や日頃の教員の指導の在り 方を見直す機
会と し て、 ６ 月、 １ １ 月、 ２ 月を「 ふれあい月間」 と 位置付け、 アンケート や面談等
を実施し 、 いじ めの未然防止、 早期発見、 早期対応に取り 組みます。  

なお、 こ の取組が充実し 、 いじ めが早期に発見さ れ、 早期解決につながるよう 、
各学校への調査及び指導の支援を 行う と と も に、 いじ め防止を呼びかける横断幕や
リ ーフ レッ ト 等を活用し て保護者や区民へいじ め防止の啓発を図ると と も に、 いじ
め防止に関する情報を 提供し ます。  

 （ ２ ） スク ールカ ウンセラ ーの配置 
いじ め等に関する児童生徒及び保護者の相談等に対応する ため、 スク ールカ ウン

セラ ーを全ての小中学校に配置し ます。  
 （ ３ ） みなと 子ども 相談ねっ と の開設 

子ども 家庭支援部子ども 家庭支援センタ ーが、 区内児童生徒を 対象に、 パーソ ナ
ルコ ンピュ ータ 、 携帯電話、 スマート フ ォ ン 等を 利用し た「 みなと 子ども 相談ねっ
と 」 を 平成２ ６ 年６ 月３ ０ 日より 開始し まし た。 こ れまでの電話、 面接等の相談に
加え、 子ども に身近なツ ールを 活用し 、 子ども の困り ごと や不安、 悩みを ２ ４ 時間
受け付け、 一緒に対策を 考えていき ます。 寄せら れた相談には、 区と 教育委員会が
連携し て問題解決に当たり ます。  

 （ ４ ） 教育相談の充実 
いじ めの早期発見及び早期解決に向け、 区立教育センタ ーの来所相談及び電話相

談、 オンラ イ ン 相談で、 児童生徒及び保護者から の相談を受けると と も に、 相談内
容に応じ て関係機関等と の連携を 図り ます。  
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 （ ５ ） 相談機関等の周知 
児童生徒及び保護者がいじ めの相談機関を 身近に感じ ら れるよう 、 年度当初及び

ふれあい月間等において、 区の広報紙やチラ シ等を用いて定期的に相談窓口の周知
を行います。  

 
３  いじ めの解決に向けた取組 

区と 教育委員会は、 子ども の生命及び心身を 保護するこ と が最優先課題であると いう
認識に立ち、 いじ めを受けた子ども に寄り 添う と と も に、 各学校の対応が適切に行われ
るよう 支援し 、 家庭、 地域、 関係機関等と の連携によっ ていじ めを 解決し ます。 被害児
童生徒、 保護者への支援、 加害児童生徒に対する指導、 加害児童生徒の保護者に対する
助言、 傍観者への指導を 適切に実施でき るよ う 、 学校を 支援し てまいり ます。 また、 子
ども タ スク フ ォ ースが昨年度設置さ れ、 区長部局と 教育委員会が連携するこ と で、 より
確実ないじ めの未然防止・ 早期発見に努めます。  

 
 （ １ ） 出席停止制度の適切な運用 

教育委員会は、 学校から の報告を受けて、 いじ めを 行っ た児童生徒の保護者に対
し て学校教育法第３ ５ 条第 1 項の規定に基づき 、 当該の児童生徒の出席停止を命ず
る等、 いじ めを 受けた児童生徒を はじ め、 児童生徒が安心し て教育が受けら れるよ
う にするために必要な措置を速やかに講じ ます。 また、 いじ めを 受けた児童生徒の
就学校の指定変更や区域外就学等、 様々な対応を視野に入れて対応を 検討し ます。  

出席停止の措置を 行う 必要がある場合には、 別室での個別指導を行う など、 出席
停止期間も 児童生徒の学習権を 保障し 、 児童生徒と 保護者への必要な助言等を行う
等、十分な配慮の上で行います。また、当該の児童生徒の出席再開については、個々
の事案によっ て状況が違う ため、 いじ めを 受けた児童生徒と その保護者の心情に寄
り 添いながら 判断し てまいり ます。  

 （ ２ ） スク ールソ ーシャ ルワーカ ーの配置 
引き 続き スク ールソ ーシャ ルワーカ ーを各学校に年間３ ８ 日配置し ます。 また、

学校の要請に応じ て、 スク ールソ ーシャ ルワーカ ーを 家庭等に派遣し て、 個別に状
況の把握や支援に努め、 いじ め解決後も フ ォ ローアッ プを 行います。  

 （ ３ ） 関係機関等と の連携 
いじ めを 行う 児童生徒に対し て、 学校や家庭において必要な指導を 行っ ているに

も 関わら ず、 十分な効果を 上げるこ と が困難な場合には、 必要に応じ て、 子ども 家
庭支援センタ ーや児童相談所、 警察などの関係機関等と いじ めに係る 情報や課題を
共有し 、 解決に当たり ます。 また、 子ども タ スク フ ォ ースが昨年度設置さ れ、 区長
部局と 教育委員会が連携し ていじ めの未然防止・ 早期発見に努めます。  

 
（ ４ ） 四者協議会の活用 

民生児童委員の担当地区ごと に開催さ れる四者協議会を活用し 、 学校、 民生児童
委員、 子ども 家庭支援センタ ー、 児童相談センタ ー等の関係機関が、 いじ め防止に
関する学校や地域の現状及び課題について、 情報の共有化を 図ると と も に、 解決に
向けた取組について協議を行います。  

 
４  組織等の設置 

区と 教育委員会は、いじ め防止に関係する機関と の連携を 図るための協議会や６（ １ ）
に掲げる重大事態が発生し た場合の調査組織等、 以下の３ つの組織を 設置し ます。  
（ １ ） 港区いじ め問題対策連絡協議会【 法第１ ４ 条第 1 項】  

いじ め防止等に関係する機関等と の連携を図るため、「 港区いじ め問題対策連絡協
議会」 を置き ます。 主な所掌事項は次のと おり と し ます。  

・ 港区立学校におけるいじ め防止等のための対策に関する事項 
・ いじ めの防止等に関係する機関等の連携に関する事項 
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・ その他、 いじ め防止等のための対策に関する事項 
 （ ２ ） 港区教育委員会いじ め問題対策会議【 法第１ ４ 条第３ 項】  

「 港区いじ め問題対策連絡協議会」 と の円滑な連携の下に、 いじ め防止等のため
の対策を実効的に行う よ う にするため、 港区教育委員会の附属機関と し て、 弁護士
や学識経験者、 心理や福祉の専門家等の専門的な知識及び経験を 有する者から 構成
さ れる「 港区教育委員会いじ め問題対策会議」 を 置き ます。 主な所掌事項は次のと
おり と し ます。  

・ いじ めの防止等のための調査研究等、 専門的な見地から の審議 
・ 港区が行う いじ め防止等のための対策の支援 

 （ ３ ） 港区教育委員会いじ め問題調査委員会【 法第２ ８ 条第１ 項】  
学校等から 次に掲げる重大事態の報告があっ た場合は、 重大事態に対処し 、 及び

当該重大事態と 同種の事態の発生の防止に資するため、 速やかに、「 港区教育委員会
いじ め問題調査委員会」 を設置し 、 事実関係を 明確にするための調査を 行います。  

ア いじ めにより 当該学校に在籍する児童生徒の生命、 心身又は財産に重大な被
害が生じ た疑いがあると 認めると き 。  

イ  いじ めにより 当該学校に在籍する児童生徒が相当の期間学校を 欠席するこ と
を 余儀なく さ れている疑いがあると 認めると き 。  

なお構成員については当該いじ め事案の関係者と 直接の人間関係又は特別の
利害関係を 有し ない者（ 第三者） をも っ て構成し 、 その公平性・ 中立性を確保
し ます。  

（ ４ ） 港区いじ め問題調査委員会【 法第３ ０ 条２ 項】  
区立学校又は「 港区教育委員会いじ め問題調査委員会」 が行っ た調査に対し て、

必要がある場合は、 専門的な知識又は経験を有する第三者等による附属機関と し て
「 港区いじ め問題調査委員会」 を 設置し 、 事実関係を 明確にするための調査を 行い
ます。  

なお構成員については当該いじ め事案の関係者と 直接の人間関係又は特別の利害
関係を 有し ない者（ 第三者） かつ弁護士や医師、 学識経験者、 心理や福祉の専門家
等の専門的な知識を有する者を も っ て構成し 、 その公平性・ 中立性を 確保し ます。  

 
５  学校における取組 

（ １ ） 学校いじ め防止基本方針の策定 
学校は、 法第１ ３ 条に基づき 、 国の基本方針及び区の基本方針を参酌し 、 当該学

校の実情に応じ 、「 学校いじ め防止基本方針」（ 以下「 学校の基本方針」 と いう 。） を
定めます。  

学校の基本方針には、 いじ めの未然防止のための取組、 早期発見・ 即時対応のあ
り 方、 教育相談体制、 生活指導体制、 校内研修、 保護者や地域等と の連携などの事
項を 定めるなど、 いじ めの防止等全体に係る内容と し ます。  

また、 策定し た学校の基本方針については、 学校のホームページ等で公開すると
と も に、 定期的な取組状況の点検と 必要に応じ た見直し を 行います。  

 （ ２ ） いじ めの防止等の対策のための組織の設置 
学校は、 法第２ ２ 条に基づき 、 当該学校におけるいじ めの防止等に関する措置を

実効的に行う ため、 当該学校の複数の教職員、 心理、 福祉等に関する 専門的な知識
を有する者その他の関係者により 構成さ れる 「 学校における いじ めの防止等の対策
のための組織」（ 以下「 学校いじ め対策委員会」 と いう 。） を 設置し ます。  

また、 学校がいじ めの事実確認を行う 場合は、 本組織を主体と し 、 必要な構成員
を加え実施するこ と ができ ます。  

なお、 日頃から いじ めの問題等、 生活指導上の課題に対応するための組織と し て
位置付けている「 生活指導部会」 等、 既存の組織を 活用するこ と ができ ます。  

 （ ３ ） 学校いじ め対策委員会の役割 
学校いじ め対策委員会の役割は、 以下の４ 点のと おり です。  
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① 学校基本方針に基づく 取組の実施や具体的な年間計画の作成・ 実行・ 検証・ 改
善（ Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク ル） の際に中核と なる役割 

② いじ めの相談・ 通報の窓口と し ての役割 
③ いじ めの疑いに関する情報や児童生徒の問題行動などに係る情報の収集と 記録、

共有を行う 役割 
④ いじ めの疑いに係る情報があっ た場合には、 情報の迅速な共有、 関係のある児

童生徒への事実関係の聴取、 指導や支援の体制・ 対応方針の決定、 保護者と の
連携等の対応を 組織的に実施する役割 

などが挙げら れます。  
 （ ４ ） 学校におけるいじ めの防止に関する取組 

学校における いじ めの防止に関する 取組は、 以下の４ 点の柱に基づいて行う も の
と し ます。  
① 未然防止 

・ 「 いじ めは絶対に許さ れない」 「 いじ めに対し て傍観者になら ない」 と いう
雰囲気の学校全体への醸成 

・ 道徳教育及び人権教育の充実、 読書活動・ 体験活動などの推進等による、 い
じ めに向かわない態度・ 能力の育成 

・ 学級活動や児童会（ 生徒会） 活動などで、 児童生徒自ら がいじ めに関する課
題に対し 、 主体的に考える機会の設定 

・ 校内研修の充実等を通じ た教職員の資質の向上 
・ 児童・ 生徒及び保護者を対象と し たいじ め（ ネッ ト 上のいじ めも 含む。 ） 防

止のための啓発活動の推進 
・ 家庭訪問、 電話連絡、 学校だより などを 通じ た家庭と の緊密な連携・ 協力 

② 早期発見 
・ 定期的なアンケート 調査、 教育相談の実施等による早期のいじ めの実態把握

及び児童生徒がいじ めを訴えやすい体制の整備 
・ 保健室、 相談室等の利用及び電話相談窓口の周知等による相談体制の整備 
・ 教職員全体によるいじ めに関する情報の共有          

③ 早期対応 
・ いじ めを 発見し た場合に特定の教職員が一人で抱え込まない速やかな組織的

な対応 
・ いじ めら れた児童生徒及びいじ めを 知ら せてき た児童生徒の安全の確保 
・ いじ めら れた児童生徒が落ち着いて教育を受けら れる環境の確保 
・ 学校いじ め対策委員会を 即日開催し 、 いじ めの事実確認と 原因究明 
・ 教育的配慮の下、 毅然と し た態度によるいじ めた児童生徒への指導 
・ いじ めを 見ていた児童生徒が自分の問題と し て捉えら れるよう にする指導 
・ いじ めら れた児童生徒の保護者に対する、 心理的スト レスの軽減につなげる

ための支援 
・ いじ めた児童生徒の保護者に対する、 家庭での指導に関する助言 
・ 保護者会の開催などによる保護者と の情報共有 
・ 関係機関、 専門家等と の相談・ 連携 
・ いじ めが犯罪行為と し て取り 扱われる懸念がある事案についての警察と の相 
 談 

④ 重大事態への対応 
・ いじ めら れた児童生徒の生命及び安全の確保 
・ いじ めら れた児童生徒が落ち着いて教育を受けら れる環境の確保 
・ 関係機関、 専門家等と の相談・ 連携 
・ いじ めが犯罪行為と し て取り 扱われるべき と 認めら れる事案についての警察

と の連携 
・ 重大事態に係る事実関係を 明確にするための調査の実施又は区が行う 調査へ
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の協力 
・ 重大事態発生についての教育委員会への報告 

などが挙げら れます。  
（ ５ ） いじ めの「 解消」 の判断 

いじ めが「 解消し ている 」 状態と は、 少なく と も 次の２ つの要件が満たさ れてい
る必要があり ます。 ただし 、 こ れら の要件が満たさ れている 場合であっ ても 、 必要
に応じ 、 他の事情も 勘案し て判断するも のと し ます。  
○ いじ めに係る行為が止んでいるこ と  

被害者に対する心理的又は物理的な影響を 与える行為（ イ ンタ ーネッ ト を 通じ
て行われるも のを 含む。 ） が止んでいる状態が相当の期間継続し ているこ と 。 こ
の相当の期間と は、 少なく と も ３ か月を 目安と し ます。 ただし 、 いじ めの被害の
重大性から さ ら に長期の期間が必要であると 判断さ れる場合は、こ の目安にかか
わら ず、 教育委員会又は学校の判断により 、 より 長期の期間を 設定し ます。  

○ 被害者が心身の苦痛を 感じ ていないこ と  
いじ めが解消し ているかどう かを 判断する時点において、被害者がいじ めの行

為により 心身の苦痛を感じ ていないと 認めら れるこ と 。被害者本人及びその保護
者に対し 、 心身の苦痛を 感じ ていないかどう かを 面談等により 確認し ます。  

学校は、 いじ めが解消に至っ ていない段階では、 被害者の立場に立っ て、 心に
寄り 添い、 守り 通し 、 その安全・ 安心を確保する責任を 有し ます。 「 解消し てい
る状態」 に至っ た場合でも 、 いじ めが再発する可能性が十分にあり 得るこ と を踏
まえ、学校の教職員は、当該いじ めの被害児童生徒及び加害児童生徒については、
日常的に注意深く 観察する必要があり ます。  

（ ６ ） 学校と し て特に配慮が必要な児童生徒への対応 
① 発達障害を 含む、 障害のある児童生徒がかかわるいじ めについては、 教職員が

個々の児童生徒の障害の特性への理解を 深めると と も に、 個別の教育支援計画
や個別の指導計画を活用し た情報共有を 行いつつ、 当該児童生徒のニーズや特
性を 踏まえた適切な指導及び必要な支援を 行います。  

② 海外から 帰国し た児童生徒や外国人の児童生徒、 国際結婚の保護者を 持つなど
の外国につながる児童生徒は、 言語や文化の違いから 、 学校での学びにおいて
困難を 抱える場合も 多いこ と に留意し 、 それら の違いから いじ めが発生するこ
と がないよう 、 教職員、 児童生徒、 保護者等の外国人児童生徒等に対する理解
を促進すると と も に、 学校全体で注意深く 見守り 、 必要な支援を行います。 ま
た、 外国人児童生徒が国籍を おく 国の情勢や、 日本と の関係により 、 不当な差
別的言動が起こ ら ないよう 適切な指導を 行います。  

③ 性同一性障害や性的指向・ 性自認に係る児童生徒に対するいじ めを 防止するた
め、 性同一性障害や性的指向・ 性自認について、 教職員への正し い理解の促進
や、 学校と し て必要な対応について周知し ます。  

④ 感染症に罹患し た児童生徒及び、 罹患し た家族がいる児童生徒については、 被
災児童生徒が受けた心身への多大な影響や不安感等を 教職員が十分に理解し 、
当該児童生徒に対する心のケアを適切に行い、 細心の注意を 払いながら 、 当該
児童生徒に対するいじ めの未然防止・ 早期発見に取り 組みます。  

（ ７ ） 学校運営協議会制度の活用  
学校と 地域住民等が力を 合わせて学校の運営に取り 組む「 学校運営協議会制度」

を活用し 、 いじ めの問題など、 学校が抱える 課題を共有し 、 地域ぐ る みで解決する
仕組みづく り を 推進し ます。  

 
６  重大事態への対応 

いじ めにより 児童生徒の生命や財産が脅かさ れる等の重大事態の発生は、 何と し ても
防がなければなり ません。 重大事態は、 事実関係が確定し た段階で重大事態と し ての対
応を開始するのではなく 、「 疑い」 が生じ た段階で調査を 開始し なければなり ません。 被
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害児童生徒や保護者から いじ めら れて重大事態に至っ たと いう 申立があっ たと き は、 重
大事態が発生し たも のと し て報告・ 調査等に当たり ます。 教育委員会は、 いじ めを 受け
た児童生徒と その家族に寄り 添う と と も に、 重大事態の原因等の究明及び解決に向けて
全力で取り 組みます。  

 （ １ ） 重大事態の報告 
学校は、 次に掲げる重大事態が発生し たと 判断し た場合には、 速やかに教育委員

会に報告し ます。報告を受けた教育委員会は、重大事態の発生を区長に報告し ます。  
① いじ めにより 当該学校に在籍する児童生徒の生命、 心身又は財産に重大な被

害が生じ た疑いがあると 認めると き 。  
② いじ めにより 当該学校に在籍する児童生徒が相当の期間学校を欠席するこ と

を 余儀なく さ れている疑いがあると 認めると き 。  
（ ２ ） 調査の趣旨及び調査主体 

重大事態の調査は、 重大事態に対処すると と も に、 同種の事態の発生の防止に資
するために行います。  

調査主体は、 教育委員会が主体と なる場合と 学校が主体と なる場合があり 、 教育
委員会が調査主体を判断し ます。 なお、 学校が調査主体と なる場合であっ ても 、 法
第２ ８ 条第３ 項に基づき 、 教育委員会は調査を 実施する学校に対し て必要な指導及
び人的措置も 含めた適切な支援を 行います。  

調査を開始する前に、 被害者・ 保護者に対し 、 以下の６ 点について丁寧に説明し
ます。  
① 調査の目的・ 目標 
② 調査主体（ 組織の構成、 人選）  
③ 調査時期・ 期間（ スケジュ ール、 定期報告）  
④ 調査事項・ 調査対象 
⑤ 調査方法 
⑥ 調査結果の提供 
被害者等の意向を 踏まえた調査と し ます。 その際、 特に、 ⑥の調査結果の提供の

方法については、 どのよ う な情報を 、 どのよ う な形式で被害者・ 保護者に提供する
のかを 説明し ます。ただし 、個人情報については、港区個人情報保護条例等により 、
提供でき ない場合があるこ と などについても 説明し ていき ます。  

 （ ３ ） 調査の実施 
学校又は教育委員会に設ける調査組織において、 質問票の使用その他の適切な方

法により 当該重大事態に係る事実関係を 明確にするための調査を 行います。  
 （ ４ ） 調査結果の提供及び報告 

学校又は教育委員会は、 いじ めを受けた児童生徒やその保護者に対し て、 調査に
よっ て明ら かになっ た事実関係について、 いじ めを受けた児童生徒やその保護者及
び区長に以下の４ 点について報告し ます。  
① 教育委員会において議題と し 、 総合教育会議において議題と し て取り 扱う こ と

も あわせて検討する。  
② 被害児童生徒・ 保護者は、 調査結果に係る所見を まと めた文書を、 地方公共団

体の長に対する報告に添えるこ と ができ る。  
③ 調査結果を 公表する場合、 公表の仕方及び公表内容を被害児童生徒・ 保護者と

確認する。  
④ 教育委員会及び学校は、 被害児童生徒・ 保護者に説明し た方針に沿っ て、 加害

児童生徒及びその保護者に対し ていじ めの事実関係について説明を行う 。なお、
学校が調査主体と なっ た場合は、区長への報告は教育委員会を 通じ て行います。 

⑤ こ れら の情報の提供に当たっ ては、 学校又は教育委員会は、 他の児童生徒のプ
ラ イ バシーに配慮するなど、 関係者の個人情報に十分配慮し 、 適切に提供し ま
す。  

（ ５ ） 調査結果の説明・ 公表及び個人情報の保護 
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調査結果における情報について、 個別の情報が個人情報に該当するか否かは、 港
区個人情報保護条例等に照ら し て適切に判断し ます。 教育委員会及び学校と し て、
港区個人情報保護条例等に照ら し て不開示と する部分を 除いた部分を 適切に整理し
て開示し ます。  

（ ６ ） 調査結果を踏まえた対応 
調査結果において、 いじ めが認定さ れた場合、 加害者に対し て、 個別に指導を 行

い、 いじ めの非に気付かせ、 被害児童生徒への謝罪の気持ち を醸成さ せます。 加害
児童生徒に対する指導等を行う 場合は、その保護者に協力を 依頼し ながら 行います。
また、 教育委員会及び学校における いじ め事案への対応において、 法律や基本方針
等に照ら し て、 重大な過失等が指摘さ れている場合、 教育委員会は、 教職員に対す
る聴き 取り を行っ た上で客観的に事実関係を 把握し 、 教職員の懲戒処分等にかかる
報告を 東京都教育委員会に行います。  

（ ７ ） 港区いじ め問題調査委員会による再調査 
再調査を 行う 必要があると 考えら れる場合については、 次の４ 点です。  

① 調査時には知り 得なかっ た新し い重要な事実が判明し た又は新し い重要な事実
が判明し たも のの十分な調査が尽く さ れていない。  

② 事前に被害者・ 保護者と 確認し た調査事項について、 十分な調査が尽く さ れて
いない。  

③ 学校の設置者及び学校の対応について十分な調査が尽く さ れていない。  
④ 調査委員の人選の公平性・ 中立性について疑義がある。  
ただし 、 上記①～④の場合であっ ても 、 港区いじ め問題調査委員会による再調査

ではなく 、 港区教育委員会いじ め問題調査委員会において、 追加調査や構成員を変
更し た上での調査を行う こ と も あり ます。  

 
７  取組の評価・ 改善 

区と 教育委員会は、 各学校のいじ め防止の取組が適切に行われるよう 、 学校評価の結
果等を 元に指導すると と も に、 区のいじ め防止の取組を 定期的に評価・ 改善し ます。  
（ １ ） いじ め防止の取組が的確に評価さ れ、 充実・ 改善さ れるよう 、 各学校の実施する

学校評価に、 いじ め防止等のための取組状況（ アンケート 、 個人面談、 校内研修
等の実施状況） を 共通の項目と し て設定し ます。  

（ ２ ） 教育委員会は、 いじ めの有無やその多寡のみを 評価するのではなく 、 教職員によ
る日常の児童生徒理解、 未然防止や早期発見、 いじ めが発生し た際の迅速かつ適
切な情報共有や組織的な対応等が評価さ れるこ と を教職員に周知徹底し ます。  

（ ３ ） 教育委員会は、 各学校のいじ め防止の取組を 進める上で、 学校運営の改善が図ら
れるよう 、学校訪問や第三者評価委員による外部評価を活用し 、校長等への指導・
助言を 行います。  

（ ４ ） 区及び教育委員会は、 各学校の評価結果を 分析すると と も に、 いじ め防止対策の
課題や課題解決に向けた取組について協議し 、 ホームページ等で公開し ます。 ま
た、 区の基本方針についても 、 評価、 修正、 改善をし ていき ます。  
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メニュー

教育委員会制度について

1. 教育委員会制度の概要

教育委員会制度の仕組み

教育委員会は、首長から独立した行政委員会として全ての都道府県及び市町村等に設置。

教育委員会は、教育行政における重要事項や基本方針を決定。

教育委員会は、常勤の教育長1人と非常勤の教育委員4人の原則5人で構成。任期は教育長は3年、教育委員は4年

でそれぞれ再任可。

教育長は、教育委員会の会務を総理し、教育委員会を代表する（会議の主宰者、具体的な事務執行の責任者、事務

局の指揮監督者）。地方公共団体の長が、議会の同意を得て任命。

【教育委員会の組織のイメージ図】

教育委員会制度の意義

1. 政治的中立性の確保

◎ 教育においては、その内容は、中立公正であることは極めて重要であり、教育行政の執行に当たって、個人的な価値

判断や特定の党派的影響力から中立性を確保することが必要。

2. 継続性、安定性の確保

◎ 教育は、子供の健全な成長発達のため、一貫した方針の下、安定的に行われることが必要。

3. 地域住民の意向の反映

◎ 教育は、地域住民にとって関心の高い行政分野であり、専門家のみが担うのではなく、広く地域住民の参加を踏まえ

て行われることが必要。

教育委員会制度の特性

1. 首長からの独立性

◎ 行政委員会の一つとして、独立した機関を置き、教育行政を担当させることにより、首長への権限の集中を防止し、

中立的・専門的な行政運営を担保。
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-- 登録：平成21年以前 --

2. 合議制

◎ 多様な属性を持った複数の委員による合議により、様々な意見や立場を集約した中立的な意思決定を行う。

3. 住民による意思決定（レイマンコントロール）

◎ 住民が専門的な行政官で構成される事務局を指揮監督する、いわゆるレイマンコントロールの仕組みにより、専門家

の判断のみによらない、広く地域住民の意向を反映した教育行政を実現。

2. 教育委員会の事務

○ 教育委員会は、地域の公共事務のうち、教育、文化、スポーツ等に関する事務を処理。

1. 教育委員会と首長の職務分担

教育委員会

○学校教育に関すること

公立学校の設置、管理、廃止

教職員の人事・研修

児童生徒の入学、転学、退学

学校の組織編成、教育課程、

生徒指導

教科書採択

校舎等の施設の整備 等

○社会教育に関すること

社会教育関係団体等に対する

指導、助言、援助

講座、集会の開設 等

○学校における体育に関すること 等 

原則教育委員会が

管理・執行するが、

条例を制定すれば首

長に移管できる事務

○文化に関すること

文化事業の実施

文化施設の設置、管理、廃止

等

○文化財の保護に関すること

○社会教育に関すること

図書館、博物館、公民館等の

設置、管理、廃止

○スポーツに関すること

スポーツ事業の実施

スポーツ施設の整備 等

知事

市町村長

○大学に関すること

○私立学校に関すること

○教育財産の取得・処分

○契約の締結

○予算の執行

2. 合議制の教育委員会が自ら管理・執行する必要がある事務（教育長に委任できない事務）

教育に関する事務の管理・執行の基本的方針に関すること

教育委員会規則・規程の制定、改廃に関すること

教育委員会所管の学校・教育機関の設置、廃止に関すること

教育委員会やその所管の学校等の職員の任免その他人事に関すること

教育に関する事務の管理・執行の状況の点検・評価に関すること

教育事務の予算その他議会の議決を経るべき事項の議案について長に具申する意見に関すること

（初等中等教育局初等中等教育企画課）
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２ （仮称）芝五丁目共同プロジェクトについて 

（１）区とＳＭＢＣとの主な協議経過について 

年月 協議内容 

令和６年 ４月 
・SMBCの三田通支店の建替え計画や区の活用方針につ

いて双方で情報共有 

令和６年 １０月 

・用地の有効活用のため、共同建替えの可能性をSMBC

へ打診 

・共同建替えに係る条件・手法等の確認 

・判断材料としてボリュームチェックの実施について 

     １１月 ・SMBCと合築検討の確認 

 １２月 
・合築検討用のボリュームチェックについて 

・秘密保持について 

令和７年 １月から３月 
・ボリュームチェックについて 

・合築に向けた課題等について 

４月から１２月 
・合築合意の条件と課題等について 

・基本構想の内容、スケジュール検討 

令和８年  １月 

・合築についての確認 

・用地・施設活用方針検討委員会に付議（合築につい

て） 

２月 ・公共施設等整備検討委員会（合築について）に付議 

３月 ・総務常任委員会報告（合築について） 

４月から５月 ・庁内施設需要調査実施 
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（２）ボリュームチェックについて
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事業スケジュール

議会報告

令和8（2026）年度 令和9（2027）年度 令和10（2028）年度 令和11（2029）年度 令和12（2030）年度

（３）スケジュール（案）について

基本設計 実施設計

●整備計画素案報告

●整備計画案報告

新築工事

（令和16年度竣工）

基本構想

●施設用途報告

基本計画

旧三田図書館

解体工事

旧三田図書館

解体設計

●工事請負契約議決●補正予算

（第2回定例会）
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（４）施設需要調査結果について

　調査期間：令和８年４月２０日から同年５月１４日まで

整備を希望する施設名 所管課

1 自転車駐車場 芝地区総合支所まちづくり課

2 社会福祉協議会執務室 保健福祉課

3 更生保護サポートルーム 保健福祉課

4 老人クラブ連合会事務室 保健福祉課

5 港区在宅療養相談センター 保健福祉課

6 障害者グループホーム 障害者福祉課

7 生活介護 障害者福祉課

8 短期入所 障害者福祉課

9 児童発達支援センター 障害者福祉課

10
カフェ・ドゥー
（就労継続支援Ａ型事業所）

障害者福祉課

11 生活・就労支援センター 生活福祉調整課

12 分庁舎 区役所改革担当

13 生涯学習センター 生涯学習スポーツ振興課

14 屋外スポーツ施設 生涯学習スポーツ振興課

※　施設用途について、令和８年度の「基本構想策定業務」で検討・調整を行い、施設の機能
　を確定します。
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３ 二十歳（はたち）のつどいについて 

（１）対象者数（令和８年５月２５日時点） 

ア 参加対象者 

  （ア）令和８年度の二十歳のつどい対象者※１ １，９２２人 

  （イ）アのうち非課税世帯数※２         ２２３人 

イ 参加見込み 

  （ア）参加見込み者数※３            ９０５人 

  （イ）アのうち非課税世帯数※４         １０５人 

※１ 平成１８年４月２日～平成１９年４月１日に生まれた方が対象です。 

※２ 積算式 １，９２２人×１１．６％（令和７年度の非課税世帯率） 

※３ 積算式 １，９２２人×４７．１％（令和７年度参加率） 

※４ 積算式   ２２３人×４７．１％（令和７年度参加率） 

（２）積算根拠 

ア 晴れ着の貸出し数量について 

    １５着（振袖１０着、袴５着） 

    【積算】 

     他自治体で類似の事例を参考にしています。 

 自治体名 晴れ着の用意 参加対象者数 用意率 

１ 清瀬市  ２着   ７５５人 0.26％ 

２ 豊島区  ７着 ３，１８６人 0.22％ 

     上記を踏まえると、港区の対象者数から計算すると、５着程度が想定 

されます。参加が見込まれる非課税世帯数や予備も考慮して、１５着 

を見込みます。 

イ 補正額について 

    ３，２１８千円 

    【内訳】 

     （単価契約分） 

      振袖一式              165,000 円×１０人＝1,650,000 円 

      振袖着付け               22,000 円×１０人＝ 220,000 円 

      袴一式                 66,000 円× ５人＝ 330,000 円 

      袴着付け               11,000 円× ５人＝  55,000 円 

      ヘアセット（髪結いあり）・メイク  44,000 円×１０人＝ 440,000 円 

      ヘアセット（髪結いなし）・メイク  16,500 円× ５人＝  82,500 円 

     （総価契約分） 

      事務運営費                           440,000 円 
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４ 私立小中学校等就学者給食費相当支援給付金について 

（１）教育委員会定例会の議事要旨について 

ア 令和８年３月２６日 令和８年第５回教育委員会定例会（協議事項第１） 

・質疑応答は次のとおりです。 

○Ａ委員  

給食が無償化されている学校はどのくらいあるか。 

委託料の算出方法は。 

○教育長室長 

私立学校で給食費が無償化されているという情報は、得ていない。 

委託料は、区民で区立に通われている方を除外し、案内するシステム構築や

コールセンター、申請書類を受付・修正等窓口。 

○Ｂ委員  

支給金額は学校の給食費等の多寡は問わず、一律給付か。 

○教育長室長 

そのとおり。国補助や都補助を横引いて算出している。 

○Ｂ委員  

弁当の学校もあると思うが、それに対しても同額か。 

○教育長室長  

そのとおり。 

（協議事項終了） 

イ 令和８年４月２３日 令和８年第７回教育委員会定例会（議案第２６号審議） 

・教育委員から、質問・意見はありませんでした。 

・原案どおり可決 
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（２）給食費相当額支給対象者数について（令和８年３月現在）

【日本国籍・重国籍】

小学生 (単位：人)

私立
私立

特支学校
国立

国立
特支学校

都立
都立

特支学校
インター 海外 他公立 その他

私立等
合計

1年生 2,211 324 1 16 0 0 19 143 31 6 14 554

2年生 2,324 339 1 14 0 0 19 141 43 8 10 575

3年生 2,439 351 0 16 0 0 28 160 46 9 3 613

4年生 2,401 340 2 17 0 0 20 185 51 6 1 622

5年生 2,338 346 1 16 1 0 11 137 58 10 2 582

6年生 2,103 277 0 11 0 0 12 127 68 18 1 514

合計 13,816 1,977 5 90 1 0 109 893 297 57 31 3,460

中学生 (単位：人)

私立
私立

特支学校
国立

国立
特支学校

都立
都立

特支学校
インター 海外 他公立 その他

私立等
合計

1年生 2,097 1,083 1 35 0 11 13 110 57 8 1 1,319

2年生 1,965 1,013 1 20 1 8 3 82 48 12 21 1,209

3年生 1,919 919 0 29 0 9 3 97 49 15 7 1,128

合計 5,981 3,015 2 84 1 28 19 289 154 35 29 3,656

　※学事事務システムにて対象者を抽出（条件：港区に住民登録有り、小１〜中３の学齢、港区立学校に在籍なし）（以降も同じ）

都補助対象外

都補助対象外

住民登録者数
(区立＋私立等)

都補助対象

住民登録者数
(区立＋私立等)

都補助対象
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【外国籍】

小学生 (単位：人)

私立
私立

特支学校
国立

国立
特支学校

都立
都立

特支学校
インター 海外 他公立 その他

私立等
合計

1年生 211 1 0 1 0 0 3 57 1 0 0 63

2年生 213 3 0 0 0 0 2 64 11 0 0 80

3年生 247 2 0 0 0 0 1 70 9 2 0 84

4年生 197 4 0 0 0 0 0 79 6 0 0 89

5年生 241 4 0 0 0 0 1 87 16 5 2 115

6年生 179 0 0 0 0 0 0 65 9 5 2 81

合計 1,288 14 0 1 0 0 7 422 52 12 4 512

中学生 (単位：人)

私立
私立

特支学校
国立

国立
特支学校

都立
都立

特支学校
インター 海外 他公立 その他

私立等
合計

1年生 201 11 0 2 0 1 1 151 61 7 1 235

2年生 165 5 0 0 0 0 11 59 55 7 0 137

3年生 128 2 0 0 0 0 13 27 4 13 1 60

合計 494 18 0 2 0 1 25 237 120 27 2 432

住民登録者数
(区立＋私立等)

都補助対象 都補助対象外

住民登録者数
(区立＋私立等)

都補助対象 都補助対象外
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【日本国籍・重国籍＋外国籍】

小学生 (単位：人)

私立
私立

特支学校
国立

国立
特支学校

都立
都立

特支学校
インター 海外 他公立 その他

私立等
合計

1年生 2,422 325 1 17 0 0 22 200 32 6 14 617

2年生 2,537 342 1 14 0 0 21 205 54 8 10 655

3年生 2,686 353 0 16 0 0 29 230 55 11 3 697

4年生 2,598 344 2 17 0 0 20 264 57 6 1 711

5年生 2,579 350 1 16 1 0 12 224 74 15 4 697

6年生 2,282 277 0 11 0 0 12 192 77 23 3 595

合計 15,104 1,991 5 91 1 0 116 1,315 349 69 35 3,972

中学生 (単位：人)

私立
私立

特支学校
国立

国立
特支学校

都立
都立

特支学校
インター 海外 他公立 その他

私立等
合計

1年生 2,298 1,094 1 37 0 12 14 261 118 15 2 1,554

2年生 2,130 1,018 1 20 1 8 14 141 103 19 21 1,346

3年生 2,047 921 0 29 0 9 16 124 53 28 8 1,188

合計 6,475 3,033 2 86 1 29 44 526 274 62 31 4,088

住民登録者数
(区立＋私立等)

都補助対象 都補助対象外

住民登録者数
(区立＋私立等)

都補助対象 都補助対象外
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　　ア　令和７年度　港区立以外生活保護給食費支給人数

生活保護で給食費実費を支給している人数

小学生 中学生 計

私立等 2 1 3

※令和８年３月の人数です。

※保護費の受給開始・停止により、月ごとに人数の増減があります。

　　イ　令和７年度　港区立以外就学援助給食費支給人数

就学援助で給食費実費を支給している人数

小学生 中学生 計

私立等 15 5 20

※令和８年度の認定者は７月に確定します。

　　ウ　令和７年度　東京都就学奨励事業給食費支給人数

令和７年度支給実績はありません。

　　エ　その他の「等」に含めた事業

都立学校給食代替費負担軽減支援金

港区教育委員会として、本事業の対象者の情報は得ていません。

　　オ　学校で給食費が無償化されている場合

港区教育委員会として、私立学校で給食費が無償化されているという

情報は得ていません。

      (単位：人)

      (単位：人)

（３）給食費相当額支給対象外（生活保護、就学援助）人数について
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（４）在籍校に登校していない児童・生徒数について

小学校 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 合計 中学校 １年生 ２年生 ３年生 合計

御成門学園
御成門

4 6 4 3 6 1 24
御成門学園
御成門

0 1 1 2

芝 0 1 1 1 1 1 5 三田 0 1 0 1

赤羽 4 3 8 1 3 3 22 高松 5 3 6 14

芝浦 4 3 1 1 1 1 11 港南 4 2 4 10

芝浜 11 6 0 1 1 0 19
白金の丘学園
白金の丘

2 2 1 5

御田 7 7 1 2 1 2 20 六本木 6 7 10 23

高輪台 3 0 5 7 4 3 22 高陵 2 3 6 11

白金 6 1 4 1 0 3 15
赤坂学園
赤坂

4 5 0 9

白金の丘学園
白金の丘

7 10 2 4 4 7 34 青山 0 2 2 4

港南 0 0 1 0 0 0 1
お台場学園

港陽
0 0 0 0

麻布 7 10 4 2 3 3 29 合計 23 26 30 79

南山 3 1 2 3 2 5 16

本村 8 7 7 3 6 2 33

笄 13 12 15 6 9 10 65

東町 6 0 2 1 3 2 14

赤坂学園
赤坂

1 1 2 1 1 2 8

青山 3 0 0 1 1 2 7

青南 8 6 9 13 9 9 54

お台場学園
港陽

0 0 0 4 2 1 7

合計 95 74 68 55 57 57 406

※全て港区立学校に在籍している児童・生徒です。
　私立小中学校等就学者給食費相当支援給付金の対象者「（ウ）港区立学校に在籍していない」には該当しないため、
　支給対象外となります。

（単位：人）（単位：人）

令和８年３月１日現在
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1 

（５）港区立小中学校給食代替者補助金の対象者数及び支給実績について 

 

令和７年度 

学年 対象者数（人） 支給者数（人） 支給金額（円） 

小１ 1 1 18,480 

小２ 6 4 177,310 

小３ 8 6 283,250 

小４ 5 3 97,280 

小５ 9 7 352,165 

小６ 7 6 153,421 

中学生 41 31 1,132,447 

合計 77 58 2,214,353 
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(６)２３区で私立小・中学校等の児童・生徒に給食費相当額を支給している自治体一覧（令和８年６月１１日現在）

区 事業名 対象（概要） 支給金額（令和７年度）

新宿 私立学校就学者等支援給付金

区立学校に在籍しておらず、小学校１年～中学校
３年の学齢で、各基準日において区教育委員会の
学齢簿に記録されている児童・生徒
※インターナショナルスクール、国立、都立含
む。

小学生　66,000円
中学生　81,000円

杉並 杉並区給食費相当給付金
国立・私立学校、インターナショナルスクール又
は区立学校以外の公立学校に通う児童・生徒

小学生　6,000円（１月）
中学生　6,000円（１月）
※１月単価×11カ月分を支給

文京 学校給食費支援給付金

小・中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期
課程）又は小・中学校相当の教育を行う各種学校
等に在籍する児童・生徒（区立学校在籍者を除
く。）
※インターナショナルスクール、国立含む。

小学校低学年　4,600円（1月）
小学校中学年　4,900円（1月）
小学校高学年　5,500円（1月）
中学生　　　　5,800円（1月）
※１月単価×12カ月分を支給

江戸川 私立学校等就学者給食費補助
区立学校に就学していない児童・生徒（インター
ナショナルスクールを含む。）

小学校低学年　300円（１食）
小学校中学年　320円（１食）
小学校高学年　340円（１食）
中学生　　　　385円（１食）
※在籍月数に応じて支給
※毎月の給食回数は区立学校の
　標準回数に準じる。

墨田 私立学校就学者等支援事業

私立、国立、各種学校（インターナショナルス
クール等）、区立学校以外の公立学校（※）に通
う児童・生徒
※給食無償化実施学校を除く。

小学生　50,000円
中学生　60,000円

中野
中野区私立学校等保護者支援給付
金

区立学校に在籍していない児童・生徒（都立学
校、他区市町村立学校在籍者除く。）
区立学校に在籍し、４月から給食を一切喫食して
いない児童・生徒
※インターナショナルスクール、国立含む。

小学生　64,000円
中学生　78,000円

67


